
青森県ＤＸ推進プラン関連事業

ロードマップ

令和７年度



項目 事 業 名

商
工
業
・
サ
ー
ビ
ス
業

1 産業DX推進事業（総合的支援体制）
2 産業DX推進事業（人財育成・確保）
3 商品突破力強化支援事業（あおもり県産品外貨獲得支援）
4 中小企業等グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）推進事業

農
林
水
産
業

5 大型野生獣マネジメント事業
6 いのちとくらしを守るハンター確保・育成事業
7 「あおもの」情報発信強化事業
8 あおもり「農業ＤＸ」推進事業
9 所得向上プログラム実践支援事業
10鳥獣被害防止対策実施体制強化事業
11環境負荷低減による持続可能な農業実践拡大事業
12衛星ナビ高品質米安定生産事業
13青森りんご先端技術導入事業
14林業・木材産業デジタルシフト推進事業
15農業農村整備DX推進事業
16陸奥湾海況自動観測システム更新整備事業
17稼げる水田農業定着加速化事業

観
光
業

18まるごと青森Web・SNS情報発信強化事業
19ＤＸによる青森ファン関係強化推進事業
20オールインクルーシブAI観光コンシェルジュ事業

働
き
方

21地方で稼げる女性支援事業
22成長産業対応型誘致促進事業

項目 事 業 名

医
療
・
福
祉

23公衆衛生DX推進事業
24へき地オンライン診療支援推進事業
25オンライン診療設備整備費補助
26モバイルICTによる救急医療情報共有体制整備事業費補助
27へき地等地域医療支援対策事業
28医療機関への遠隔診療支援
29つくる・つながる・つどいの場活性化事業
30介護テクノロジー導入支援事業費補助
31障がい福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業
32地域障がい児支援体制充実のためのICT化推進事業
33PHRを活用した次世代型地域医療連携システム整備事業

子
育
て

34小児科オンライン診療利用環境整備事業
35認可外保育施設ICT化推進等事業費補助

学
校
教
育

36公立学校における教育改革支援事業
37校務のＩＣＴ活用推進事業（統合型校務支援システム運用事業）
38学校DXスタートアップ事業
39新しい時代を切り拓く力を育む高校支援事業
40県立学校次世代校務デジタル化推進事業
41校内ネットワーク再構築事業
42ＷＥＢ出願等による高等学校等入学者選抜改善事業
43ミライへつなぐ遠隔教育推進事業

地
域
公

共
交
通

44地域連携による交通ネットワーク確保・維持事業
安
全
・
安
心

45デジタルデバイド対策事業
46青少年のネットセーフティ加速化事業
47緊急配備指揮支援システム路上装置増強整備

防
災
・

危
機
管
理

48特定家畜伝染病防疫システム運営事業
49デジタルツール導入運営事業
50防災教育センター機能強化整備事業
51セキュリティ人材育成事業

イ
ン
フ
ラ

52スマートAomoriコンストラクション推進事業
53道路施設適正管理推進事業（道路舗装点検・管理業務のDX構築)

そ
の
他

54あおもりＤＸプロモーション事業
55データ連携基盤共同利用ビジョン推進事業

■産業・しごと分野（22事業）

項目 事 業 名

住
民
の
利
便
性

の
向
上

56電子入札・電子収納導入調査事業
57SNSによる「伝わる広報」発信強化事業
58モビリティデータを活用した選ばれる交通サービス構築事業

質
の
高
い
自
治
体
運
営

59内部管理業務DX推進事業
60市町村ＤＸ加速化推進事業（市町村課分）

61市町村ＤＸ加速化推進事業（選挙管理委員会事務局分）
62県有財産管理業務デジタル化推進事業
63営繕業務デジタル化推進事業
64自治体DX推進事業
65政策形成データイノベーション推進事業
66統計情報利活用推進事業
67立入検査デジタル化事業
68生活保護システム標準化移行事業
69児童扶養手当システム標準化・共通化関連システム改修事業
70警察業務のデジタル化
71公文書のデジタル化推進事業（総務文書課・職員福利課）
72公文書の公文書のデジタル化推進事業（警務課）

住
民
の
利
便
性
の
向
上
・

質
の
高
い
自
治
体
運
営

73県庁版BPR加速化事業
74県庁スマートワーク推進事業
75税務ＤＸ関連事業
76行政手続オンライン化推進整備事業
77財務会計システムDX推進事業

セ
キ
ュ

リテ
ィ 78情報セキュリティ対策推進事業

■暮らし・まち分野（33事業） ■行政経営分野（23事業）



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No1】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

・青森県DX総合窓口を運営
し109件相談対応したほか、
コーディネーターによる12
社への伴走支援を実施。
・モデル的取組に対して経費
助成を行った。
→実施件数２件

R10

DX推進課商工業・サービス業産業・しごと分野

どう変わるか

総合政策部

デジタル活用によって

担当課

事業者からの相談受付や伴走支援、コンサルティングまでワンストップで対応する総合窓口を運営し、県内事業者の新ビジネス創出や生産性向上等に向けて支援
するとともに、ＤＸに関する普及啓発に取り組むことで、産業分野のDXを推進する。

現状・課題

R7事業費（千円）産業DX推進事業（総合的支援体制） 45,521

・「DXの必要性は認識しているものの、
何から始めたらよいかわからない」事業
者が多数存在している。
・社会全体のＤＸが進展する中で、県内
事業者がビジネス環境の変化に対応す
ることが重要となっている。

青森県ＤＸ総合窓口の運営

取　　　組

事業者からの相談受付、専門家による伴走支援、ＤＸ
に関する普及・啓発など、ワンストップで対応する総
合窓口により、事業者の支援を行う。

人口減少下においても、デジタル技術の活用によ
り生産性が向上するとともに、新ビジネスの創出や
経営革新の進展が図られ、社会経済情勢の変化に
柔軟に対応できる足腰の強い経営基盤が構築され
る。

R9R8R7R6

ＤＸ戦略の策定に取り組んで
いる企業の支援（ＤＸコーディ
ネーター伴走支援）

相談対応

フォーラム

きっかけづくりセミナー きっかけづくりセミナー きっかけづくりセミナー きっかけづくりセミナー きっかけづくりセミナー

国の経費助成を活用

伴走支援 伴走支援 伴走支援 伴走支援 伴走支援

経費助成

支援機関の取組に移行

伴走支援

経費助成

フォーラム

セミナー

相談対応

経費助成 経費助成 経費助成



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No2】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

デジタル人財の確保

 

多数の県内企業が「DX・IT関連の人財
不足」や「企業内の人財育成」等の課題
を抱えており、県内産業のデジタル化を
図るためにはデジタル人財の育成及び
確保が必要となっている。

デジタル人財の育成

取　　　組

・社内におけるシステム開発やセキュリティ対策について
の研修を開催する。
・大学・専門学校等における業界研究会や、高等学校にお
けるIT分野の出前授業、県外在住のデジタル人財と県内
IT企業との交流会、本県でのテレワーク体験を実施す
る。

デジタル人財の育成と県内定着及び還流が促進さ
れ、デジタル人財が身近にいる環境が整う。

R9R8R7

DX推進課商工業・サービス業産業・しごと分野

どう変わるか

総合政策部

デジタル活用によって

担当課

県内産業のDXを推進するため、デジタル技術について、実践的な知識や技術の習得を支援する研修を開催してデジタル人財を育成する。また、学生への出前授
業や業界研究会を開催することで、県内IT企業への関心を高めるとともに、首都圏デジタル人財との交流を通じて、人財の確保や協業の促進に取り組む。

現状・課題

R7事業費（千円）産業DX推進事業（人財育成・確保） 12,087

R10

・令和７年２月にデジタル技術体験
研修を実施。（全２回）
・令和７年２月にビジネスデータ活
用実践ワークショップを実施。
・令和６年１１月、１２月にセキュリ
ティセミナーを実施。（全２回）
・県内の大学・専門学校５校におい
て業界研究会を実施。
・県内の高等学校５校への出前授業
を実施。
・令和６年８月～令和７年１月に首都
圏デジタル人財との交流会を首都
圏で２回、県内で４回実施。

デジタル技術体験研修

ビジネスデータ活用

実践ワークショップ

セキュリティセミナーセキュリティセミナー セキュリティセミナー セキュリティセミナー

国の取組状況を踏まえ、より効果的な支援策を検討

セキュリティセミナー

デジタル技術体験研修

大学・専門学校等業界研究会

国の取組状況を踏まえ、より効果的な支援策を検討

大学・専門学校等業界研究会 大学・専門学校等業界研究会 大学・専門学校等業界研究会 大学・専門学校等業界研究会

首都圏デジタル人財との交流 首都圏デジタル人財との交流 首都圏デジタル人財との交流 首都圏デジタル人財との交流 首都圏デジタル人財との交流

高等学校への出前授業 高等学校への出前授業

デジタル人財交流

ワークショップ

セキュリティ

業界研究会

デジタル研修

出前授業



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No3】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ６
事業
終期

Ｒ８

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

令和６年度に県内事業者のデジタル
マーケティング現状調査を実施。得られ
た調査結果と課題解決に向けた対応策
などを、令和７年度から普及・広報す
る。

デジタルマーケティング普及・
広報

取　　　組

SNSやセミナーによる調査結果などの普及・広報
により、県内事業者のデジタルマーケティングを推
進する。

効率的・効果的な宣伝・販売戦略を構築し、県内事
業者の販売力・収益力の強化が図られる。

R9R8R7

地域企業支援課商工業・サービス業産業・しごと分野

どう変わるか

経済産業部

デジタル活用によって

担当課等

県内食品・クラフト事業者のデジタルマーケティング活用に向けた普及・広報を行うとともに、マーケットの変化・動きを踏まえながら、大規模展示会を活用
した販路開拓を支援することにより、県内事業者の外貨獲得を支援する。

現状・課題

R7事業費（千円）商品突破力強化支援事業（あおもり県産品外貨獲得支援） 6,624

R10

・令和６年度に現状調査を実
施。
・ＥＣサイト販売力強化事業に
県内事業者５者が参加。

現状調査

ＥＣサイト個別指導

現状調査

ＥＣサイト個別指導

ＳＮＳ・セミナーによる普及・広報



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No４】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

・世界的な脱炭素の機運が高まる中、国
内外の企業がカーボンニュートラル実
現に向けた対応を表明し、県内中小企
業を含めたサプライチェーン全体での
脱炭素化を進める動きが広がってお
り、脱炭素化に向けた動きに遅れること
なくＧＸを推進し、企業価値・競争力の
向上を図ることが必要である。
・県内中小企業が脱炭素に向けて取り
組む上で、「専門知識・ノウハウの不
足」、「対応コスト」等が課題となってい
る。

脱炭素化・カーボンニュートラ
ル関連設備導入経費への補助

取　　　組

デジタル技術を活用した脱炭素化と生産性向上の
両立に資する設備の導入を支援する。

県内中小企業のＧＸが推進し、企業価値・競争力の
向上が図られる。

R9R8R7

地域企業支援課商工業・サービス業産業・しごと分野

どう変わるか

経済産業部

デジタル活用によって

担当課

カーボンニュートラル実現に向けた対応を成長の機会として捉え、県内中小企業においても、脱炭素に向けた動きに遅れることなくＧＸを推進するため、Ｇ
Ｘに向けた意識啓発、経営戦略の策定支援、設備導入支援やグリーン成長戦略関連産業への参入支援を実施し、企業価値・競争力の向上を図る。

現状・課題

R7事業費（千円）中小企業等グリーントランスフォーメーション（GX）推進事業 155,616

R10

・令和6年度脱炭素化に資す
る設備の導入経費を13者に
対し補助。
・令和6年７月に開催したセ
ミナーで取組事例を紹介し
た。

①設備導入経費への補助

②セミナーでの取組事例の紹介

①設備導入経費への補助
②セミナーでの取組事例の紹介

① ① ①①
② ② ② ②



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No5】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績
・R6.11～R7.2にかけて15
か所で実証事業を行い、
R7.3月に報告会を実施。

R10

自然保護課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

環境エネルギー部

デジタル活用によって

担当課等

科学的かつ計画的な大型獣の管理対策を推進するため、ニホンジカ・イノシシの新たな捕獲技術を実証・普及するとともに、各大型獣の調査・捕獲の実施及
び科学委員会を開催する。

現状・課題

R7事業費（千円）大型野生獣マネジメント事業 40,700

ニホンジカやイノシシなど個体数管理が
必要な大型獣の捕獲等を担っている狩
猟者の減少・高齢化

デジタル技術を活用した
「くくりわな」の実証・普及

取　　　組

「わな」に捕獲された情報が狩猟者にリアルタイム
で通知されるシステムの実証・普及を図る。

・見回り作業の省力化により経費・人員が削減され
る。
・錯誤捕獲対応に伴う人身事故のリスク及び錯誤捕
獲個体の負傷リスクが軽減される。
・収集したデータを検証・分析することで、効果的な
管理対策が推進される。

R9R8R7R6

②報告会①実証

②報告会①実証

技術運用（市町村等）

②報告会①実証

大型野生獣管理対策推進事業として実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No6】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

野生鳥獣による農林業被害・人身被害
が増加傾向にある中、ハンターの減少
及び高齢化に伴い、市町村の有害鳥獣
捕獲に従事するハンター不足。

市町村に対するＩＣＴ技術の導
入支援

取　　　組

市町村が行う捕獲通知システムなどのＩＣＴ技術を
導入することにより市町村が行う有害鳥獣捕獲の
効率化・省力化を図る。

・ＩＣＴ技術を導入することで、効率的な捕獲が可能
となり、従事者の負担が軽減される。
・ニホンジカやイノシシの捕獲が推進されることで、
農作物被害の軽減が期待できる。
・デジタル化が促進されることで、捕獲に係る様々
なデータの収集が可能となり、効果的な管理対策
が行える。

R9R8R7

自然保護課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

環境エネルギー部

デジタル活用によって

担当課等

有害捕獲など市町村が行う捕獲通知システムなど効率的な捕獲や作業の省力化が期待できるＩＣＴ技術の導入を支援する。

現状・課題

R7事業費（千円）いのちとくらしを守るハンター確保・育成事業 31,000

R10

②定額交付①要望調査

技術運用（市町村等）



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No7】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R9

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

「農林水産業×人気ゲームキャ
ラクター」人気ゲーム会社と連
携した情報発信

既存コンテンツをフル活用し
た情報発信の強化

・月間広報やブリーフィングなど様々な
情報発信を行ってきたが、視聴者の多
くは中高年齢層であることから、県内外
の若年層が興味を示す情報発信が必要
である。
・また、若年層の利用率が高いメディア
の活用が必要である。

SNS等を活用した新たな情報
発信

取　　　組

・若年層の利用率が高いYoutubeショートや
Instagramリールを活用し、農林水産部若手職
員が情報発信を行う。
・既に作成、運用しているコンテンツについて、デ
ジタルサイネージやVR動画体験スペースの設置、
インターネット広告を実施し、情報発信の強化を図
る。

農林水産業の魅力が、県内外に居住する若年層に
リーチし、新規就業者や関係人口が増加する。

R9R8R7

農林水産政策課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課

県内外に居住する若年層（中高生～20代前半）をターゲットに青森県の農林水産業の魅力などを効果的に情報発信する。

現状・課題

R7事業費（千円）「あおもの」情報発信強化事業 3,000

R10

先進地調査を実施

協定締結会社を選定

連携協定を

締結

人気ゲームキャラクターを

活用した情報発信

Youtubeショート及びInstagramリールを活用した情報発信

分析発信撮影企画 分析発信撮影企画 分析発信撮影企画

デジタルサイネージを活用した農林水産業の魅力の発信

各種イベント等を活用したVR動画体験スペースの設置
「農なび青森」のインターネット広告の実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No8】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

･R6年6月～、コンソーシア
ムによる現地実証を実施→
実施件数４件
･R6年11月、指導者向け人
材育成研修を実施→実施件
数2件
・R7年2月、YouTubeチャ
ンネルで動画を公開→公開
動画5件

R10

農林水産政策課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課

本県に適した農業ＤＸを実現するため、生産者や研究機関、民間企業等で構成するコンソーシアムによるデジタル技術の実証を進めるとともに、農業デジタ
ル人財の確保・育成及びデータ駆動型の普及指導体制の構築に取り組む。

現状・課題

R7事業費（千円）あおもり「農業ＤＸ」推進事業 12,757

・デジタル技術を活用し農作業の効率
化や農業利益の最大化に向けた実証事
業を実施する。
・デジタル技術を活用している先進地の
情報を収集し、発信する。
・各種デジタルツールを活用し、データ
駆動型の普及指導体制を構築する。

あおもり「農業ＤＸ」の実証

取　　　組

・デジタル技術を活用し農作業の効率化や農業利
益の最大化に向けた実証事業を実施する。
・デジタル技術を活用している先進地の情報を収
集し、発信する。
・各種デジタルツールを活用し、データ駆動型の普
及指導体制を構築する。

・農業分野におけるデジタル人財の育成・確保さ
れ、本県に適した農業ＤＸが実現し、人口減少下に
あっても本県農業が持続的に発展していく。

R9R8R7R6

農業デジタル人財の確保・育
成

データ駆動型の普及指導体制
の構築

①ｺﾝｿｰｼｱﾑ公募
②現地実証

①動画の作成・活用

③セミナー

①先進国視察

②人財育成研修 より効果的な施策を実施

より効果的な施策を実施

より効果的な施策を実施

①
②人財育成研修・セミナー

①
②

③実証結果の検討 ③ ③

③データ駆動型の現地指導手法の実証

②

①
②

①

②個別農業者への指導記録のデータベース化

及び新たな普及指導体制の検討・構築

③

①

③
②

③



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No９】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

所得向上プログラムの取組支
援

・経営指導力の高い普及指導員の高齢
化が進んでおり、経営担当の普及指導
員の早期育成と指導体制の強化が必
要。
・農業者の所得向上には、ソフト・ハード
一体型の支援が必要。

ＩＣＴを活用した効率的な指導
体制の構築

取　　　組

・新たな経営診断システムの活用や農業特化型の
生成ＡＩの活用により、指導体制の効率化を進め
る。
・ＥＣによる販路開拓、新技術の実証、スマート農機
の導入など、農業者自らが所得向上チャレンジプ
ランを提案する公募・成果連動型事業を創設し、ソ
フト・ハード一体型の伴走支援を実施する。

・各種デジタルツールの活用により指導体制が効率
化され、農業者への経営改善指導が充実する。
・農業者の所得向上が実現し、そのアイデアを他の
農業者にも波及させることにより、本県農業が維
持・発展される。

R9R8R7

農林水産政策課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

　農業者の所得向上を実現するため、経営分析等の指導体制を強化するとともに、農業者自らが計画を提案する公募・成果連動型の支援事業を創設し、所
得向上の取組を支援する。

現状・課題

R7事業費（千円）所得向上プログラム実践支援事業 168,445

R10

経営診断システムによる経営分析・経営改善指導

データの収集 生成ＡＩの試行 生成ＡＩの活用による指導体制の確立

チャレンジプ

ランの公募
補助金事務

チャレンジプ

ランの公募
補助金事務

チャレンジプラン

の成果検証

補助金事務

(後年度加算)

チャレンジプラン

の成果検証
補助金事務

(後年度加算)

技術・経営改善指導（普及指導員の伴走支援）

優良事例の取りまとめ・公表 優良事例の取りまとめ・公表



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No10】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

・本県において、例年、農作物被害の上
位を占めるカラスのほか、新規侵入鳥
獣であるイノシシ、ニホンジカの被害の
急増、ツキノワグマによる人的被害や果
樹の食害などが増加していることから、
その侵入防止、監視・捕獲等の対策の強
化が必要となっている。

ICTを活用した効率的な野生
鳥獣の侵入防止、監視・捕獲技
術実証

取　　　組

・ＧＰＳ発信器を活用したカラスの追跡調査によ
り、行動域等の被害防止対策に係る基礎データを
収集する。
・ICTを利用した捕獲通知システムによるイノシ
シ、ニホンジカなどの省力捕獲技術実証等を行
い、高齢化や人員不足に対応した効率的な捕獲技
術を確立する。
・危険を伴うツキノワグマの被害対策に対し、ICT
を活用した日中・夜間の追い払い方法を確立し、
農作物被害低減を図るとともに農業者の安全性
を確保する。

・ICTを活用した効率的な野生鳥獣の侵入防止、監
視・捕獲技術を確立することで、市町村が農作物被
害の低減対策を行う上でのモデルとなり、県内の
鳥獣被害の防止対策が強化される。

R9R8R7

農林水産政策課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課

野生鳥獣による農作物被害を効果的・効率的に防止するため、ICT等を活用した捕獲技術等の実証・普及などに取り組み、鳥獣被害防止対策体制を強化す
る。

現状・課題

R7事業費（千円）鳥獣被害防止対策実施体制強化事業 35,315

R10

①R6年７～12月調査実施
③R6年１０～１１月現地実証
⑤R6年12月に各獣種の対
策に係る研修会を開催した
ほか、R7年２月に①、③関係
の結果報告会を開催（１回・
30人）

①カラス行動域調査

②ニホンザル捕獲・侵入防止技術実証

③果樹園におけるツキノワグマ監視・撃退・捕獲等技術実証

④イノシシ・ニホンジカ等省力捕獲技術実証

⑤現地研修等

①カラス調査

③クマ実証

⑤研修内容検討

カラス被害防止対策の

基礎データとして活用

実証した技術の普及

※市町村等へ実証結果を

情報共有

※②④のR6技術実証は

取りやめ



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No11】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

①R7年3月に青森県土壌診
断情報データベース解析シス
テムを構築。
②Ｒ６年７月に肥料設計支援
システムの利用状況等に係る
アンケート調査を実施。
③土壌三要素総合診断結果
とにんにく、ながいもの収
量・品質データの収集→９ほ
場。

R10

農産園芸課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

土壌診断に基づく土づくりと環境にやさしい農業の取組拡大により、消費需要に応えられる安全・安心で良質な農産物の安定供給と農業所得の維持・向上
を図る。

現状・課題

R7事業費（千円）環境負荷低減による持続可能な農業実践拡大事業 6,732

・土づくりの現場では、熟練した農業者
の高齢化、経験豊富な指導員の減少が
進行している。
・肥料価格の高騰により生産コストが上
昇している中で、肥料コスト低減につな
がる適正施肥等の分かりやすい指導が
必要である。

土壌診断のデジタル化と分か
りやすい指導

取　　　組

・土壌診断データをオープンデータ化し、土づくり
の問題点等を農業者と共有することで、土壌環境
を改善するための指導を強化する。

・土づくりの経験が浅い農業者であっても、肥料コ
スト低減を図りながら良質な農産物を安定的に生
産できるようになり、農業所得が向上する。

R9R8R7R6

①土壌化学性分析ＤＢのオープン

データ化

②施肥設計支援システムの機能拡

充に係るアンケート調査

③土壌の総合診断結果と収量・品

質データの収集

①オープンデータ化

②アンケートの実施

③土壌総合診断データ収集

運用※新規データの効率的な取込方法の検討

②施肥設計支援システムの機

能拡充実装

③土壌の総合診断結果と収

量・品質データの収集

サービスの実装

③モデル事例の公開



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No12】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ６
事業
終期

Ｒ８

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

「衛星ナビ」を活用した高精度
な生産指導

良食味・高品質生産に向けた
指導力の向上と生産者の意識
啓発

・県産米全体の底上げを図るため、より
精度の高い生育診断技術や収穫適期情
報が必要である。
・デジタルデータを活用できる指導者等
の育成と、生産者の良食味米生産の気
運醸成が必要である。

水田１枚ごとの適正な生育診
断を行う指導ツールの実用化
及び収穫適期マップの他品種
への展開

取　　　組

・衛星ナビを活用した水田１枚ごとの精度の高い
生育診断や収穫適期の判断に活用できる指導
ツールの実用化を図る。
・上記指導ツールを含む、デジタルデータを活用で
きる指導者を育成する。

・「青天の霹靂」の生産においては、品質（玄米タン
パク質含有率）と収量の安定確保により生産者の
経営が安定する。
・その他の品種についても、指導ツールの活用と生
産者の意識向上により、良食味・高品質米の安定生
産がなされ、「あおもり米」全体の評価が向上する。

R9R8R7

農産園芸課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

あおもり米のブランド価値向上を図るため、人工衛星画像とデジタル技術を駆使した生産支援ナビの開発と当該ナビを用いた高精度な生産指導、食味コ
ンクールによる生産者の気運醸成を通じて高品質・良食味米の安定生産を確実なものとする。

現状・課題

R7事業費（千円）衛星ナビ高品質米安定生産事業 16,903

R10

・「青天ナビ」の追肥・生育診断機
能、「はれナビ」「まっしナビ」の収穫
マップを作成。
・指導者等を対象に各ナビを試験
運用し、アンケート調査や生育調査
結果を基に機能を改良。
・５地域で生産指導を実施→通年
で延べ2,000人以上。
・指導者研修（３回）及び食味評価
研修の実施。（１回・22名）
・R6年12月、食味コンクールの実
施と表彰式の開催→応募総数167
点。

指導ツール、収穫マップの開発
開発ツールの試験運用と改良

一部本格運用の開始

指導ツール、収穫マップの開発

試験運用と改良

地域生産指導ＰＴによるデジタル指導ツールを活用した生産指導の実施

デジタル指導ツールを活用した指導者養成研修の実施

生産指導の実施

指導者研修の実施

食味評価スキル向上研修の実施

良食味コンクールの開催

研修の実施

コンクールの開催



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No13】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

・りんごの収穫作業体系の省
力化に向けた機械開発業務
を機械メーカーへ委託し、試
作機を開発。

・スマート農業機械等の実証
試験→トラクター装着型静電
式ブームスプレーヤ：２回、自
動運搬台車：２回。

R10

りんご果樹課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

りんご生産量の堅持と産地の持続的発展に向けて、高密植栽培専用苗木の生産体制強化や新規就農者の定着支援、スマート農業技術等の実証、新品種の
早期開発に取り組む。

現状・課題

R7事業費（千円）青森りんご先端技術導入事業 34,373

・青森りんごの生産については、高齢化
の進行等による労働力不足が課題であ
り、りんごの生産量４４万トンの維持の
ため、スマート農業技術等を活用した、
生産性向上の検討が必要である。

スマート農業技術等の検証

取　　　組

・樹形が単純で植栽が直線的なことから作業性が
高い高密植栽培と作業機械を組み合わせること
で、現在のりんご栽培体系の省力化を進める。
・りんご収穫作業等の省力化に向けた機械を開発
する。

・スマート農業技術の活用により、りんごの生産性
が向上し、りんご生産量４４万トンの維持につなが
る。

R9R8R7R6

①省力機械の開発

②高密植わい化栽培と
スマート農業技術等の
先進モデル園設置

②スマート農機試験（自動
運搬台車）、
モデル園設置に向けた圃場
整備

①省力機械の開発委託により
試作機を作成

効果の実証、作業の機械化や高密植技術の促進②先進モデル園を活用
した高密植技術や機械作
業の展示

① ①
②

③開発中の省力機械の
実証試験



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No14】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

モデル地区の選定及び各種技
術の普及・定着

・林業事業体等は、森林調査や施業において、ス
マート林業技術を積極的に活用する体制が不十
分である。
・スマート林業技術を現場で実践・指導できる人
財が不足している。
・原木を供給する林業事業体は、不定期に購入
する製材事業者のニーズを把握できず、需給調
整が上手く機能していない。

スマート林業技術活用の人財
の育成

取　　　組

・多様な関係者が連携・協力するコンソーシアムにおいて、林業
事業体に勤務する若手職員を対象とした研修会を企画・実施し、
スマート林業コア技能者を育成する。
・林業のデジタル化を推進するモデル地区を選定し、各種技術の
現場レベルにおける精度やコスト等について、森林クラウドシス
テムを活用した実証・普及を図る。
・森林クラウドシステムと連携した関係者間の情報共有による原
木需給のマッチングシステムを構築し、需給調整の安定化を図
る。

・林業事業体等の森林施業が、スマート林業技術の活用により
効率化・省力化される。
・スマート林業コア技能者の普及活動により、一般技能者が育
成され、地域にスマート林業技術が定着する。
・マッチングシステムの構築により、原木の安定供給、価格の
安定・向上、流通コストの低減等による生産性の向上、デジタ
ル人財の育成・確保が図られる。

R9R8R7

林政課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

林業分野のイノベーションに地域の関係者が一丸となって取り組むため、県内３地域に設置したコンソーシアム（協同事業体）を核とし、指導的立場となる人財の
育成や現場レベルでの実証、森林クラウドシステムを活用した原木需給マッチングシステムの構築により、林業のデジタルシフトを推進し、技術の普及・定着を図
る。

現状・課題

R7事業費（千円）林業・木材産業デジタルシフト推進事業 6,160

R10

・森林クラウドシステム操作研修会
３回開催→参加者49人。
・ＩＣＴハーベスタ研修会の開催→１
回・参加者25人。
・津軽地域の広葉樹林においてド
ローン・地上レーザ等の実証試験。
・青森県原木需給マッチングシステ
ム実証業務委託の実施。

②需給マッチング実証委託・

検討会開催

①各種技術の実証 ①

①コンソーシアム打合せ等 ①

②技術活用研修会 ②

①

②

①

②

※需給マッチングシステム構

築検討委員会は、R6非開催



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No15】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ６
事業
終期

Ｒ８

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

農業農村整備プロセスのＤＸ

・中山間地域では平地よりも担い手不足が
深刻な状況となっている。
・担い手不足の解消にはスマート農業導入
は有効であり、スマート農業に対応した基
盤整備を推進する必要がある。
・農業農村整備の現場を支えるコンサル・
建設業界でも人手不足は深刻であり、生産
性向上を図るためには、ICTを活用する必
要がある。

中山間地域の農業DXを加速
化する基盤整備

取　　　組

・作業の自動化や省力化を図るスマート農業を導
入する。
・ICTを活用し、高い生産性と施工品質を確保で
きる農業農村整備プロセスを実証する。

・スマート農業に対応した基盤整備が進むことで、
スマート農業の実装の加速化が図られ、中山間地
域も含めた農村地域において生産性の高い農業が
実現される。
・農業農村整備分野において、ICTを活用した施工
が普及し、農業農村整備事業が着実に実施される。

R9R8R7

農村整備課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

農業農村整備におけるDXを推進するため、中山間地域へのスマート農業導入を促進する基盤整備手法の確立と、農業農村整備プロセスにおいてICT活用
の実践や有効性の検証を行い、その効果を広く普及させる。

現状・課題

R7事業費（千円）農業農村整備ＤＸ推進事業 12,339

R10

1.中山間地域の農業DXを加
速化する基盤整備
・検討会（2回）及び実証試験
の実施。
・先進地研修（2箇所）

2.農業農村整備プロセスの
ＤＸ
・検討会(2回)及び実証試験
の実施。
・研修会の実施（2回）

①検討会の実施 ①

実証試験

聞き取り調査 先進地研修

基盤整備手法の確立

パンフレット作成

③研修会

①検討会の実施 ① ①

②実証試験 ② ②

③ ③

①検討会の実施
実証試験

先進地研修

①検討会の実施

②実証試験

聞き取り調査

③研修会



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No16】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績 Ｒ６年１０月に実施設計終了。

R10

水産振興課農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課

陸奥湾海況自動観測システムを更新するとともに、小型ブイ2基を追加することにより、ブイ設置点及び陸奥湾の広範囲の流れ等を観測する体制を構築
し、陸奥湾の環境保全対策やホタテガイ養殖に係る必要な情報等を漁業者等へ提供する。

現状・課題

R7事業費（千円）陸奥湾海況自動観測システム更新整備事業 499,597

・稚貝を効率的に採取するためには、湾
内全域の表層の流れを把握する必要が
ある。
・現システムの通信モジュールは、令和
8年3月でサービス終了となり、また、
係留索が10年を経過することから、更
新が必要である。

機器更新整備
詳細な情報配信

取　　　組

・陸奥湾内の海洋・漁場環境及び重要水産資源の
成育環境を監視するための自動観測システム及び
通信モジュールを更新する。

・これまで以上に漁業者のホタテガイ養殖管理に係
る必要な情報の提供が可能となり、陸奥湾の養殖
ホタテガイの安定生産につながる。

R9R8R7R6

実施設計 機器の工事、設置 詳細な情報発信

実施設計



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No17】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

・R6年５月～データ駆動型
農業技術実証ほを3か所設
置→衛星画像を使った営農
支援システムで得られる生育
量などの情報を栽培管理に
利用

・自動操舵トラクターのオペ
レーター研修会の開催。→
R6年6月・８月延べ３回実施

スマート農業のメリットを活か
せる人財の育成

スマート農業のさらなるメリッ
トの追求

取　　　組 R6 R7 R8 R9

西北農林水産事務所

R10

生産性及び収益性の高い「西北型水田農業」の実現を加速するため、スマート農業技術の導入効果の最大化を図る取組を推進する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

・スマート農機の導入は進んでいるが、
生産性及び収益性向上にその機能を活
かし切れていない状況にあるため、精
密化等の機能の活用推進や効果的に活
用できる人財の育成が必要である。

・作業効率や収量・品質に関するデータ等を活用し
た精密化農業を実践する。

・生産性及び収益性の高い西北地域に適した水田
農業を実践する経営体が増加する。

稼げる水田農業定着加速化事業 R7事業費（千円） 1,758

産業・しごと分野 農林水産業 農林水産部 担当課

技術実証ほの設置

現地検討会
最新技術の情報収集・提供

現地検討会 現地検討会

技術実証ほの設置 技術実証ほの設置

技術実証ほの設置

現地検討会

情報提供 情報提供 情報提供

オペ養成研修 ICTスキル研修

スマート農業研修会 導入マニュアルのフル活用・更新

ICTスキル研修

スマート農業研修会 スマート農業研修会

オペ養成研修 ICTスキル研修オペ養成研修

オペ養成研修

情報提供

ICTスキル研修

スマート農業研修会



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No18】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R9

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

取組2　SNS発信用コンテン
ツ企画制作

取組３　Webコンテンツ拡充

・前身事業によりSNSフォロワーが大幅に
増加した。
・ソーシャルメディアが社会に定着し、消費
者のメディア行動は共有・拡散が当たり前
のものとなっている。
・より多くのファンの獲得や実需に繋がる
ような効果的な情報発信をしていく必要が
ある。

取組１　SNSコンサルティング

取　　　組

・世の中のトレンドやメディアのニーズを取り入れ
た情報発信を展開する。
・オウンドメディアのSEO対策やデータ解析を効
率的に実施する。

職員の情報発信スキルの向上とともに、新たな情
報発信体制が確立し、青森県の魅力を効果的に発
信・拡散することで、戦略的に新たなフォロワー層
の増加やメディアへの露出拡大につながり、本県へ
の誘客促進とともに観光消費の増加を実現する。

R9R8R7

観光政策課観光業産業・しごと分野

どう変わるか

観光交流推進部

デジタル活用によって

担当課

Ｗｅｂ・ＳＮＳを中心とした情報発信を展開し、生活者の本県来訪意向の向上を図る。

現状・課題

R7事業費（千円）まるごと青森Web・ＳＮＳ情報発信強化事業 15,789

R10

・まるごと青森の全SNSアカ
ウントフォロワー数は、令和5
年度末の約8.7万人から令
和６年度末時点で約10万人
に増加した。

SNS投稿回数850回（年間） SNS投稿回数850回（年間） SNS投稿回数850回（年間）

体験記事４本

企画制作４本

体験記事４本

企画制作４本
体験記事４本

企画制作４本

SNS投稿回数850回以上

SNS定例会８回（年間） SNS定例会８回（年間）

体験記事４本以上

企画制作４本

SNS投稿回数850回（年間）

体験記事４本

企画制作４本

SNS定例会８回（年間）

オウンドメディア統合

コンテンツ拡充



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No19】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

・青森ファンコミュニティ「青
森びいき」会員数：8,800人
・青森ファンコミュニティ「青
森びいき」投稿数：46,000
件
・青森ファンプラットフォーム
を活用したデジタルマーケ
ティング：3件

R10

観光政策課観光業産業・しごと分野

どう変わるか

観光交流推進部

デジタル活用によって

担当課

持続可能な観光地経営実現のため、青森ファンとの関係強化及び地域（県・ＤＭＯ・地域事業者等）の生産性・収益性の向上に向け、県内ＤＭＯ等と連携し、
CRM※システム（顧客データベース）及び青森ファンコミュニティ（Webサイト）で構成する「青森ファンプラットフォーム」の構築・運用を行う。
※Customer Relationship Management（顧客関係管理）

現状・課題

R7事業費（千円）ＤＸによる青森ファン関係強化推進事業 39,174

　世に情報が溢れ、マス向けの情報は見
つけてもらいづらい。（情報は砂の一
粒）
　個人情報保護規制が強化され、他者
が取得した個人データの活用は困難で
あり自らデータを取得する必要がある。
　定住人口が減少し、人口（交流・関係・
定住）増の取組の必要性が加速する。

青森ファンプラットフォームの
システム構築・運用

取　　　組

会員データ、アンケートデータ、口コミデータ等を活用し
た顧客解像度の向上、ダイレクトな情報発信やファンか
らの情報拡散、ファンアイデアの活用やモニタリングに
よる共創等を実現する顧客関係管理システム(CRMシ
ステム）及びWebサイト上に青森ファンが集うコミュニ
ティサイトを構築する。

顧客データ等の活用基盤が構築されることで、ター
ゲットやニーズに応じたアプローチによる顧客の開
拓が実現し、青森ファンとの関係を強化するととも
に、地域（県・DMO・地域事業者等）の生産性・収益
性を向上し、持続可能な観光地経営が可能となる。

R9R8R7R6

青森ファンプラットフォームの
推進体制構築

システム構築 運用

DMO・地域事業者等との連携

システム

構築 運用

DMO・地域事業者等との連携



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No20】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R9

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R10

観光政策課観光業産業・しごと分野

どう変わるか

観光交流推進部

デジタル活用によって

担当課

生成AI技術を活用し、時間・場所・言語・知識にとらわれず、あらゆるニーズに対応し利用者一人ひとりの興味・関心に応じた自分専用「とっておき青森旅」
を提案するシステムである「オールインクルーシブAI観光コンシェルジュ」を構築・運用するもの。

現状・課題

R7事業費（千円）オールインクルーシブＡＩ観光コンシェルジュ事業 13,357千円

①拡大する観光需要や多様化するニー
ズの着実な取り込みが必要　（延べ宿泊
者数（R5/R1)＝全国：103.6%、本
県：95.4%)
②本県観光産業におけるDX推進が必
要　（市町村・DMOからの全県的なDX
推進支援の声）

調査・研究等

取　　　組

生成AI技術を活用し、時間・場所・言語・知識にと
らわれず、あらゆるニーズに対応し、利用者一人ひ
とりの興味・関心に応じた自分専用「とっておき青
森旅」を提案するシステムである「オールインク
ルーシブAI観光コンシェルジュ」を構築・運用す
る。

観光客一人ひとりの興味・関心に応じパーソナライ
ズした情報を提供し、２4時間365日どこからでも
あらゆる問い合わせに対応することで、本県観光
客の満足度を向上するとともに、来訪や消費を拡
大する。

R9R8R7R6

AI観光コンシェルジュ構築

AI観光コンシェルジュ運用

基本設

計

プロト

タイプ

構築・

実証

調査・

研究

実施設

計
正式版構築

正式版運用



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No21】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

性別役割分担意識が依然として根強く
残り、また、男性に比べて女性は非正規
雇用の割合が高く、年間所得が低い状
況。女性のより稼ぎたい意欲、学びたい
意欲を高める取組が必要である。

デジタルスキル講座開催・実践
支援

取　　　組

柔軟な働き方を可能とするデジタルスキル(デジ
タルマーケティングやwebデザインなど)の習得に
向けた講座を開催する。

自分のライフスタイルに合わせて働き、より収入が
得られ、自分らしく活躍できる女性が増えること
で、県内における性別役割の分担意識とともにデ
ジタル分野でのジェンダーギャップの解消につなが
る。

R9R8R7 R10R6

県民活躍推進課働き方産業・しごと分野

どう変わるか

こども家庭部

デジタル活用によって

担当課

女性も男性も自分らしく活躍することができる青森県の実現を目指し、女性の経済的自立促進に向けた意識醸成を行うとともに、テレワークが普及してい
る状況下で、地方で稼げるスキルの習得や、デジタル分野でのジェンダーギャップ解消のため、デジタルスキルの習得促進に取り組む。

現状・課題

R7事業費（千円）地方で稼げる女性支援事業 9,164

・Ｒ６年７月にマインド醸成セ
ミナーを開催→96名参加。
・Ｒ６年９月からＲ７年１月ま
でデジタルスキル講座を開
催→受講者数15名。
・Ｒ７年１月から３月まで、デ
ジタルスキル講座修了者11
名のうち希望者６名を対象に
インターンシップを実施。

マインド醸成

セミナー
講座開催

インターン

シップ

マインド醸成

セミナー
講座開催

インターン
シップ

マインド醸成

セミナー

講座開催
インター

ンシップ

修了者フォ

ローアップ



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No22】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

企業視察受入

若者を対象とした成長産業誘
致企業情報発信

・これまでの企業誘致活動により、コン
タクトセンターやBPOセンターのほか、
システム開発等の情報サービス関連企
業の立地が進んでいる。
・デジタル技術の発達に合わせ、DXに
取り組む企業の増加やその市場拡大が
期待される。

立地プロモーション活動

取　　　組

情報及びデジタル関連企業の立地を推進するため
のプロモーション活動や、誘致企業の情報発信に
よる人材確保支援等を展開する。

柔軟な働き方に対応することができ、より質の高
い雇用を創出する情報及びデジタル関連産業の集
積が図られ、デジタル人財が増加し、地域課題の解
決にDXを活用した取組が定着する。

R9R8R7

企業立地・創出課働き方産業・しごと分野

どう変わるか

経済産業部

デジタル活用によって

担当課

あらゆる産業のデジタル化が進むとともに、脱炭素社会に向けた市場拡大や設備投資が見込まれる中、成長分野を誘致するため、立地プロモーション等に
よる誘致活動を展開する。

現状・課題

R7事業費（千円）成長産業対応型誘致促進事業 10,652

R10

・R6年12月に立地環境PR
説明会を実施。
・R6年12月に展示会へ出
展。
・R6年6月～青森県立地環
境視察事業を実施。
→実施件数9件
・R6年11月～立地企業紹介
冊子を作成・配布。
→作成部数4,000部

①説明会開催、大規模展示会への参加

②情報発信
大規模展示会への参加

①出展準備、展示会へ出展

②情報発信準備、立地環境PR説明会実施

①現地視察

②試行的オフィス利用

①現地視察

②試行的オフィス利用

情報発信取材活動

情報発信

情報発信取材活動

情報発信

大規模展示会への参加



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No23】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

新型コロナへの対応では、平時及び緊
急時の保健所業務のデジタル化の遅れ
が顕在化し、ＩＣＴツール活用の重要性
が認識された。

保健所業務のDX推進

取　　　組

・緊急性の高い保健所業務において、kintone・
高速スキャナ・onboard等のデジタルツール等を
導入。
・モバイルPCやipad等を整備し、kintoneで作
成したアプリを出先で使用。

より効率的、効果的に保健所業務に取り組むこと
が可能となり、平時には県民に対するサービス向
上、有事には効率的な対応が図られることを目指
す。

R9R8R7

健康医療福祉政策課医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康医療福祉部

デジタル活用によって

担当課

緊急性の高い保健所業務のＤＸを推進する。

現状・課題

R7事業費（千円）公衆衛生DX推進事業 8,891

R10

・保健所DXコンシェルジュを
弘前保健所に配置し、各業務
アプリの作成への支援等の
実施
・各保健所へのモバイル端末
の配備、kintoneアカウント
の配付による、DX推進体制
環境の整備
・医務kintone台帳アプリの
全保健所への展開（操作研修
会の開催）　４回

モデル保健所（弘前保健所）への伴走支援体制整備

各種DXツールの導入・運用に向けた保健所間の情報交換会

保健所出張業務におけるモバイル環境整備

台帳関連データ整備

総合情報システム導入検討 総合情報システム設計・導入・運用

ﾓﾃﾞﾙ保健所伴走支援

DXﾂｰﾙ導入・情報交換会

ﾓﾊﾞｲﾙ環境整備

台帳ﾃﾞｰﾀ整備



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No24】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ６
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

青森県で実施可能なへき地
オンライン診療について、コ
ンサル委託を実施し令和７年
度以降の整備概要について
まとめた。

R10R6

医療薬務課医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康医療福祉部

デジタル活用によって

担当課等

へき地医療拠点病院とへき地診療所にオンライン診療システムの導入を支援し、代診医派遣のオンライン化やICTを活用した診療支援を実施する。

現状・課題

R7事業費（千円）へき地オンライン診療支援推進事業 45,581

本県は、深刻な医師不足などの医療課
題を抱えており、地域の実情を踏まえ
た効率的な医療提供体制を構築してい
くことが求められる中、医療機能の集約
化や広域での対応が必要とされてい
る。

へき地オンライン診療整備

取　　　組

へき地医療拠点病院とへき地診療所にオンライン
診療システムの導入を支援し、へき地でのオンライ
ン診療を実証する。

県内のへき地のオンライン診療の導入・活用が進
み、医療を受ける環境が厳しくなる地域において
も、住民が持続的に安心して医療を受けることがで
きる。

R9R8R7

コンサルタント委託

整備概要作成
協議会実施

コンサルタント委託

整備概要作成

オンライン診療実証実施
個別支援等実施 実証事業での問題点等を検討し、県内他のへき地医療拠点病院等へ横展開を図る



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No25】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R3
事業
終期

R8

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

本県では、医師などの医療従事者不足
が深刻な問題となっている中で、新興
感染症の拡大時において、限られた医
療資源の効率的な活用や院内感染対策
の実施が必要となっている。

オンライン診療設備整備費補
助金交付

取　　　組

オンライン診療の実施に必要なコンピュータ及び
付属機器等の購入費を支援する。

オンライン診療の導入・活用が進み、患者が自宅か
ら医療を受けられるようになる。また、医療機関に
おいては、院内感染を防止することができる。

R9R8R7 R10R6

医療薬務課医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康医療福祉部

デジタル活用によって

担当課等

新興感染症の院内感染の防止や、医療資源が不足する地域における遠隔医療の推進を図るため、医療機関のオンライン診療設備の整備に要する経費に対
して補助する。

現状・課題

R7事業費（千円）オンライン診療設備整備費補助 31,800

医療機関3件に補助金交付。

①補助金交付 ① ①

①補助金交付



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No26】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R8

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

救命率の向上のためには、事前の患者
情報の共有が効果的と考えられ、また、
圏域を跨いだ連携の強化が必要であ
る。

モバイルICTによる救急医療
情報共有体制整備事業費補助
金交付

取　　　組

救急患者受入病院が、高度医療を提供する他圏域
の医療機関と、救急患者の画像やバイタルデータ
を共有するモバイルICTを導入するのに要する経
費を支援する。

救急搬送中に電子カルテや医療用画像の情報共有
等が可能となり、患者の病院到着から手術室入室
までの時間の短縮が図られ、救命率の向上につな
がる。

R9R8R7 R10R6

暮らし・まち分野

どう変わるか

健康医療福祉部

デジタル活用によって

担当課等

救急搬送患者への処置の効率化等による救命率向上を図るため、救急患者受入病院が、高度医療を提供する他圏域の医療機関と、救急患者の画像やバイ
タルデータを共有するモバイルICTを導入するのに要する経費に対して補助する。

現状・課題

R7事業費（千円）モバイルICTによる救急医療情報共有体制整備事業費補助 60,743

医療薬務課医療・福祉

導入した医療機関（1病院）に
対し、補助を行った。

①補助金交付

補助金申請受付、支出

①

②導入後の活用状況確認
①

②



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No27】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ６
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

オンライン診療セミナー

本県は、深刻な医師不足などの医療課
題を抱えており、地域の実情を踏まえ
た効率的な医療提供体制を構築してい
くことが求められる中、医療機能の集約
化や広域での対応が必要とされてい
る。

へき地等地域医療支援対策事
業費補助金

取　　　組

市町村等が行う、ＩＣＴを活用したへき地等の住民
に対する医療提供環境の維持・向上に資する取組
に要する経費を支援する。

市町村等による遠隔医療の導入・活用が進み、医療
を受ける環境が厳しくなる地域においても、住民が
持続的に安心して医療を受けることができる。

R9R8R7

医療薬務課医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康医療福祉部

デジタル活用によって

担当課等

医療を受ける環境が厳しい、又は厳しくなると見込まれる地域における住民が、持続的に安心して医療を受けられるよう、ICTを活用したへき地等におけ
る住民の医療を受ける環境の維持・向上に資する取組に要する経費に対して補助する。

現状・課題

R7事業費（千円）へき地等地域医療支援対策事業 32,000

R10

実施市町村等なしのため補
助金交付実績なし

補助金交付

補助金交付実績なし

補助金交付（補助率引上）

セミナー実施

Ｒ７以降の取組状況等により今後協議



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No28】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R8

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

医師少数県であり、医師及び診療科偏
在が存在する本県では、救急医療も含
めた医療提供体制を維持・確保するた
め、ICTの活用が有効な手段の一つで
あるが、県内医療機関ではICTの導入
が進んでいないのが現状である。

遠隔診療支援設備整備費補助

取　　　組

オンライン診療設備など、遠隔診療支援の実施に
要する運営費やコンピュータ及び付属機器等の購
入費を支援する。

ICTの活用により、医療資源の効果的な活用、通院
に伴う負担軽減、付加価値の創出を目指す。

R9R8R7 R10R6

医療薬務課医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康医療福祉部

デジタル活用によって

担当課等

弘前大学附属病院等が地方病院に対し行う遠隔診療支援に係る運営費や設備整備費の補助を行う。

現状・課題

R7事業費（千円）医療機関への遠隔診療支援 61,144

遠隔ICU体制整備促進事業費
補助

遠隔周産期診療支援事業費補
助

①①補助金交付

①①補助金交付

①①補助金交付



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No29】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

27,716

暮らし・まち分野 医療・福祉 健康福祉部 担当課等 高齢福祉保険課

R10

高齢者の介護予防や「生きがい」「やりがい」創出に重要なつどいの場を充実させるため、つどいの場、老人クラブ等でのＩＣＴ活用（ゲームを活用した交流、
脳体力測定）のための資機材の貸与、県シニアゲーム大会を実施する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

高齢者の介護予防や「生きがい」「やり
がい」創出のため、つどいの場の活性化
が重要であるが、本県ではつどいの場
の参加率が全国と比較して低く、活動
内容の充実や新奇性のあるつどい場づ
くりを支援する必要がある。

ICTを活用したスポーツ体験や脳体力測定等を実
施する。

「つどいの場」等の活動内容が充実・活性化され、
心理・認知的フレイルの改善や心身機能を維持する
ことができる高齢者が増加する。

取　　　組 R6 R7 R8 R9

つくる・つながる・つどいの場活性化事業 R7事業費（千円）

・老人クラブ等へのICT活用
・若年世代とのマッチング支援
・県シニアゲーム大会

・ICT貸与　18団体
・令和６年11月23日に県シ
ニアゲーム大会を開催（大会
参加団体16チーム）

大
会

実
施

マッチング支援

大会実施

講習・貸与

講習・貸与募集

内容検討・調整

内容検討・調整

講習・貸与

大会実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No30】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

・2025年から２０４０年にかけて、８５歳
以上人口が急増する一方、生産年齢人口
が急減し、介護人財不足が見込まれる。
・これまでの介護人財確保対策と並行し、
介護生産性向上の観点から取組が必要で
ある。

R7事業費
（千円）

介護テクノロジー導入支援事業費補助

・Ｒ６交付決定数　　　　 　　148件
ロボット　　　　　　　　　　 　　３０件
ＩＣＴ　　　 　　　　　　　　　 　　５７件
パッケージ（ロボ・ICT） 　　61件
・R6交付決定額　491,425千円

介護テクノロジー導入支援事
業費補助

取　　　組

主な取組実績

高齢福祉保険課

ICTや介護ロボット等の介護テクノロジーの活用は、介護サービスの質の向上、現場の負担軽減や生産性向上などの観点から重要である。介護サービス事業所が
介護テクノロジーを導入する際の経費について最大5分の4を補助する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

暮らし・まち分野 医療・福祉 健康医療福祉部 担当課等

491,000

R10

介護サービス事業所が行う介護職員の身体的
な負担軽減や業務の効率化の実現に向けた
ICTや介護ロボット等の介護テクノロジーを導
入する際の経費を支援する。

介護現場の負担軽減や生産性向上とともに、介護職
員の定着が図られ、85歳以上人口の急増が見込まれ
る中にあっても介護サービスの質が確保される。

R8 R9R6 R7

補助金交付

補助金交付

補助金交付



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No31】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

H31
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

障がい福祉課

R10

施設・事業所等の職員の業務の負担軽減、労働環境の改善、業務の効率化を推進するため、施設・事業所等における介護ロボットやICTといった介護テクノ
ロジー導入に係る経費の一部を補助する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

・少子高齢化の進展により、生産労働人
口の減少とともに、社会保障サービス
受給者の増加が見込まれている。
・将来にわたって障がい者福祉サービ
スの内容を維持・向上していくために
は、生産性の向上や、サービスを担う人
財の確保が重要。

障害者支援施設・障害福祉サービス事業所等を運
営する社会福祉法人等が行う、介護業務の負担軽
減や業務効率化等に向けた介護テクノロジーの導
入を支援する。

業務の最適化により業務効率、生産性が向上し、
サービス水準の維持、質の向上が図られるととも
に、労働環境の改善により離職防止及び定着が図
られ、人財確保につながる。

障がい福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業 R7事業費（千円） 3,976

暮らし・まち分野 医療・福祉 健康医療福祉部 担当課等

取　　　組 R6 R7 R8 R9

介護テクノロジー導入支援の
補助

介護ロボット導入支援の補助

4施設等に対して補助金を交
付

①補助金交付

①補助金交付

①補助金交付



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No32】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

ICT導入支援の補助

取　　　組 R6 R7 R8 R9

障がい福祉課

R10

施設・事業所等の職員の業務の負担軽減、労働環境の改善、業務の効率化を推進するため、施設・事業所等におけるICT導入に係る経費の一部を補助す
る。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

・少子高齢化の進展により、生産労働人
口の減少が見込まれている。
・将来にわたって障がい児福祉サービ
スの内容を維持・向上していくために
は、生産性の向上や、サービスを担う人
財の確保が重要。

障害児入所施設・障害児通所支援事業所等を運営
する社会福祉法人等が行う、介護業務の負担軽減
や業務効率化等に向けたICTの導入を支援する。

業務の最適化により業務効率、生産性が向上し、
サービス水準の維持、質の向上が図られるととも
に、労働環境の改善により離職防止及び定着が図
られ、人財確保につながる。

地域障がい児支援体制充実のためのICT化推進事業 R7事業費（千円） 796

暮らし・まち分野 医療・福祉 健康医療福祉部 担当課等

①補助金交付



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No33】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R3
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

新型コロナウイルス感染症パンデミックが日本の保健医
療システムの課題を浮き彫りにした。例えば、個人と保
健所や医療機関、医療機関同士の連携が電話等のアナ
ログな手法で行われ、緊急時にも手間と時間がかかっ
ていることである。個人を起点にして情報を管理し、効
率的に各組織と連携することの必要性がコロナ禍で改
めて顕在化した。
また、東日本大震災などの災害時には個人の医療情報
の把握が困難となっている。

現状・課題 どう変わるか

データの見える化による個人の行動変容、健康意識の向上が
期待できることはもとより、PHRアプリを活用することで、
患者起点の医療連携ネットワークが形成され、複数の医療機
関があたかも一つの医療機関のように医療サービスを提供
することが可能となる。共有された情報をもとにオンライン
診療、服薬指導、栄養指導等の場面での活用、災害時等にお
ける医療情報の把握や、データのクラウド保存による医療機
関へのサイバー攻撃対策、PHRアプリを通じた通知・連絡、
Web予約、Web問診等による医療機関内業務の効率化等を
通じて、患者負担と地域負担が軽減する。

R6 R9 R10

PHRを活用した医療連携

取　　　組

スマートフォンで、薬や検査の画像、検診結果などと
いった個人の健康や医療に関する情報を患者やそ
の家族が管理できるPHRアプリを活用し、患者起
点の効果的な医療連携が可能となる次世代型地域
医療連携システムを整備する。

R8R7

青森県立中央病院医療連携部
青森県立中央病院医療情報部

医療・福祉暮らし・まち分野 病院局

デジタル活用によって

担当課

①患者自身による健康・医療情報の管理、②医療連携への活用、③医療機関DXを主たる目的としてPHR（パーソナル・ヘルス・レコード）を活用した次世代型地域医
療連携システムを整備するものである。

R7事業費（千円）PHRを活用した次世代型地域医療連携システム整備事業 10,758
(病院事業会計)

主な取組実績

・R6年８月、「青森ＰＨＲネットワーク検
討会議」を設置し、会議開催
・R6年10月、「ＰＨＲを用いた病薬連
携」をトライアルから東青地域に拡大す
るため説明会開催
・R7年１月、東青地域の「ＰＨＲを用いた
病薬連携」を本稼働（参加４０薬局）し、
随時、参加施設を受付中
・R6年10月から動画を院内サイネージ
等で広報している。
・R6年8月施行、「青森ＰＨＲネットワー
クセキュリティポリシー」

、

PHRの普及啓発

便利で、安心感と信頼感の
あるサービス品質の確保

PHR情報提供施設の拡充
共有する情報種の拡充
PHR閲覧施設の拡充

関係施設と検討会の実施

PRキャラクター制作
操作研修会、イベント参加
普及啓発のための情報発信

操作研修会、イベント参加
普及啓発のための情報発信

PHRアプリ機能拡充
情報共有ツールの拡充
セキュリティ監査
サービス品質の改善

PHRアプリ機能
情報共有ツール 随時、バージョンアップ
サービス品質改善

普及啓発のため
動画作成

ＰＨＲを活用した
医療連携の推進を
目的に「青森PHR
ネットワーク検討
会議」を設置

セキュリティポリシー
・監査報告書策定

病薬連携説明
会開催

定期的に「青森PHRネットワー
ク検討会議」を開催

情報発信

病薬連携
拡充



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No34】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ７
事業
終期

Ｒ１０

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

・夜間や休日にこどもが体調を崩した
際、#8000での相談のほか、急病セン
ター、救急告示病院の受診となるが、距
離が遠い場合、速やかに医師の診察を
受けられない。

小児科オンライン診療利用環
境整備

取　　　組

・保護者が自宅から小児科オンライン診療が利用
できる環境を整備する。

・夜間や休日にオンライン診療を受けることで保護
者の不安感の軽減につなげるとともに、診療後は
薬の処方を受けられることで、子育て支援の充実
につながる。

R9R8R7

こどもみらい課子育て暮らし・まち分野

どう変わるか

こども家庭部

デジタル活用によって

担当課

平日の夜間、土曜・日曜・祝日にこどもが体調を崩した際に、小児科オンライン診療が利用できる環境を整備する。

現状・課題

R7事業費（千円）小児科オンライン診療利用環境整備事業 21,897

R10

試行実施に

向けた検討

試行実施

試行実施

状況検証

本格実施 本格実施 本格実施

実施状況検証 実施状況検証 実施状況検証



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No35】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R3
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

ICTの導入により、保育従事者の事務
業務の負担を軽減し、保育の質の向上
と児童の安全を確保する必要がある。

認可外保育施設のＩＣＴ化推進
に要する費用の補助

取　　　組

認可外保育施設が保育従事者の業務負担の軽減
を図るために行うICT機器の導入に係る費用を支
援する。

業務効率化が図られ、これまで以上に保育時間を
確保でき、保育の質の向上及び事故防止につなが
る。

R9R8R7

こどもみらい課子育て暮らし・まち分野

どう変わるか

こども家庭部

デジタル活用によって

担当課等

認可外保育施設において、保育記録の入力支援など、保育従事者の業務負担軽減につながる機器の導入に係る費用の一部を補助する。

現状・課題

R7事業費（千円）認可外保育施設ICT化推進等事業費補助 3,300

R10

・R6年８月に交付要綱を制
定し、申請の受付を実施。
→交付申請０件

実績（申請）無し

補助金交付 補助金交付



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No36】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ6
事業
終期

Ｒ8

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績
・Ｒ６年度に補助事業を活用
した環境整備を行った市町
村数→29市町村

R10

教育政策課学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課

学校が自発的、主体的に教育改革を進めるための支援のうち、市町村立学校において、校務のＩＣＴ化等、学校における働き方改革を推進するために必要
な環境整備等を行う市町村に支援する。

現状・課題

R7事業費（千円）
公立学校における教育改革支援事業
（学校における働き方改革推進のための環境整備支援事業）

231,074

学校における働き方改革の取組状況調
査の項目の一部である校務のＩＣＴ化に
ついては、本県では全国平均より取組
状況が低い状況にあり、業務の改善と
ともにＩＣＴ活用に向けた環境整備が必
要である。

学校における働き方改革推進
のための環境整備支援

取　　　組

市町村立学校における校務のＩＣＴ化など学校にお
ける働き方改革を推進するための環境整備等を行
う市町村を支援する。

業務の見直しが図られ、教員にゆとりができること
で、こどもと向き合う時間の増加や、授業改善が進
み、よりきめ細かい教育が実現できる。

R9R8R7R6

補助事業を活用した環境整備 ＩＣＴを活用した校務の推進

補助事業を活用

した環境整備



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No37】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R2
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

本県県立学校における情報システム環
境は、平成12年から根本的に変わって
おらず、生徒の個人情報等校務情報管
理のセキュリティ向上が急務であるた
め、令和２年度から、全校統一した規格
である統合型校務支援システムを順次
構築・導入している。

統合型校務支援システム運用

取　　　組

教員が担う生徒の指導要録作成、成績処理、健康
診断票作成などについて、各学校が統一した規格
で処理することが可能となる統合型校務支援シス
テムを構築・導入する。

教員が担う事務の効率化が図られることで、子ど
もたちと向き合う時間が確保されるとともに、教員
の働き方改革に資する。

R9R8R7

学校教育課学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

教員が担う事務の効率化を図り、子どもたちと向き合う時間を確保するため、統合型校務支援システムの運用を行うもの。

現状・課題

R7事業費（千円）
校務のＩＣＴ活用推進事業
（統合型校務支援システム運用事業）

233,714

R10

統合型校務支援システム運
用・保守

次期システム更改（ネットワークの見直しを含む）に向けた検討

①システムアセスメント ②次期システム設計

現行システムの運用・保守

①システムアセスメント

次期システム更改（ネットワーク

の見直しを含む）に向けた検討

現行システムの運用・保守

県立学校次世代校務デ

ジタル化推進事業へ



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No38】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

R6

校務のDX
（教職員のWell-Being向上）

教育データの利活用
（次世代学校DXに向けた「教
育ダッシュボード」の調査・研
究）

・「学習の個別最適化」に有効なデジタ
ル教材の導入が必要である。
・校務のデジタル化による省力化、効率
化が必要である。
・教育データを有効に利活用した指導の
仕組みを実現するための調査・研究が
必要である。

学びのDX
（資質・能力向上に向けたデジ
タル教材の活用）

取　　　組

校務の効率化を一体的に推進するためのデジタル
教材や自動採点システムの導入、保護者との連絡
手段のデジタル化を図る。散在する学習系データ
や校務系データを分析・可視化することで、個別最
適な指導のための教育データとして利活用する。

学校DXとして新しい教育スタイルが創出されるこ
とで、児童生徒それぞれのレベルや進捗に応じた
個別最適かつ主体的な学習が実現し、グローバル
社会で活躍しうる知識や技術を備えた多くの人財
が青森県で育つ。教職員の働き方改革が推進さ
れ、教職員が児童生徒と向き合う時間が増加する
ことにより、よりきめ細かい教育が実現できる。

R9R8R7

学校教育課学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

本県教育の中で１人１台端末配付の端末の活用も含め、多種多様な形態で児童生徒及び教職員が一体となってデジタルツールを活用し教育DXを推進す
る。

現状・課題

R7事業費（千円）学校DXスタートアップ事業 124,465

R10

・情報・英語デジタル教材、自動採点シ
ステムの導入
・全県立学校へのＩＣＴ教育サポーター
配置
・全県立学校へのオフィスツール導入
・教育ダッシュボードの先進地視察

①先進事例の視察

サービスの実装 ※設計の進捗による

②協議会の実施
③生成されるデータの活用研究 ④実装検討・設計、試行

①試行

①導入・運用

【自動採点システム】 入試業務での活用検討

【オフィスツール】

②導入・運用

①「情報Ⅰ」デジタル教材導入・活用

大学入学共通テスト

②英語デジタル教材モデル校導入 ②県立中学・高校で展開

より効果的、発展的なデジタル教材を検討

活用の推進と優良事例の共有

教育ダッシュボード等との連携検討

サービスの実装、活用推進と優良事例の共有、研修の充実

①先進事例の視察

②校務支援システム更改に向けた

ダッシュボード基盤整備の検討

①導入・運用
【オフィスツール】

【自動採点システム】
①導入・運用

②英語教材モデル校導入・活用

①「情報Ⅰ」教材導入・活用

県立学校次世代校務デジタル化推

進事業へ

県立学校次世代校務デジタル化推

進事業へ



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No39】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

取組２　ＩＣＴ活用に係る教員
研修プログラム

STEAM教育や教科横断・文理横断型
授業の必要性が求められる中、県内で
行われている例は少ない。また、生成AI
やデータサイエンスを教科や探究学習
で取り入れるなど、DXが推進される時
代となり、教員及び生徒のデジタル活
用能力向上が必須となっている。

取組１　教科横断型指導のた
めの校内研修体制育成プログ
ラム

取　　　組

教科横断型指導のための研修体制育成プログラム
を実施し、教科横断型授業や教育活動を深化させ
る。
生成ＡＩ、データサイエンス等の新たなＩＣＴ活用の
中心となる人材の資質向上ために教員対象の研
究協議会を実施。

R10R7R6

教科横断型授業やDXを推進することで、教員及び
生徒の主体的な学びや深い学び、探究的な学びに
繋げ、資質・能力の向上を実現し、あおもりの未来
をつくる人財を育成する。

R9R8

学校教育課学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

進学力向上の基礎となる、教科横断型指導のための校内研修体制の充実及びDX推進による授業の改善を支援する。

現状・課題

5,478R7事業費（千円）新しい時代を切り拓く力を育む高校支援事業

※（旧事業：高等学校におけ
るICTを活用した資質・能力
を育む授業づくり推進事業
による取組）
取組１：8校で実施
取組２：エキスパート研修6回
実施
取組３： ICT活用教育研究協
議会2回実施

ワーキンググループ会議（４回）

エキスパート研修（６回開催）
校内研修支援（１回×２３校）

先進校視察支援（１回×８校）

授業実践事例研究（通年、８校）

各校でＩＣＴを効果的に活用した授業を推進する

各校でＩＣＴを効果的に活用した授業を推進する

ワーキンググループ会議

授業実践事例研究

校内研修支援
先進校視察支援

エキスパート研修

教科横断型指導の研修（最大３校）

ICT活用教員研修（１回）



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No40】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ７
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

・ 学びに向かう主体性を育む、個に応
じた指導や支援の充実が必要。
・１人１台学習用端末のフル活用を支え
る教育システムやネットワーク、教育
データ利活用のためのセキュリティの強
化等の一体的な整備が必要。

統合型校務支援システム運用

取　　　組

・教育データを集約・可視化する「教育ダッシュ
ボード」の基盤を整備するため、校務システム等の
クラウド化を進める。
・セキュリティの強化等を一体的に進め、教育デー
タを安全に利活用できる環境を構築する。

エビデンス（教育データ）と教員の経験を織り交ぜ
た指導や支援を充実させ、こどもたち一人一人の
力を最大限伸ばせる学校へ変革する。

R9R8R7

学校教育課学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

教育ダッシュボードやクラウド技術を活用した次世代の教育環境を実現し、児童生徒、家庭（保護者）、学校が一体となった教育活動の展開による教育の質
の向上を目指すもの。

現状・課題

R7事業費（千円）県立学校次世代校務デジタル化推進事業 188,084

R10

校務のＩＣＴ活用推進事業より
次期システム設計・構築 校務システム運用・保守、ダッシュボード機能の活用

※随時、各種研修を実施（設定・管理、操作・処理等）

現行校務システムの運用・保守

セキュリティ基盤

設計・構築

オフィスツール運用学校DXスタートアップ事業より

セキュリティ基盤運用・保守



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No41】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ7
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R10

学校教育課学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

各県立学校でネットワークアセスメントを実施するとともに、学校内ネットワーク機器の構成変更・機器設定の変更等を実施するもの。

現状・課題

R7事業費（千円）校内ネットワーク再構築事業 288,458

・ネットワーク利用において通信障害が
生じている。
・無線LANのアクセスポイントのカバー
エリアから外れた場所で学習活動に支
障が生じている。
・職員室は有線LANでしか整備されて
おらず、校務処理の場所が限定されて
いる。

ネットワークアセスメントの実
施及び学校内ネットワークの
改善

取　　　組

学習活動における同時・多数・高頻度での端末活
用に対応可能な学校通信ネットワークの改善を図
る。

安定した高速ネットワーク環境下で多様なデジタル
ツールを学校内どこでも活用でき、教育活動の一
層の高度化と教員の働きやすさを実現する。

R9R8R7R6

ネットワーク

アセスメント実施

学校内ネット

ワーク改善
運用保守 運用保守 運用保守

アクセスポイント

拡充



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No42】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

Ｒ10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

入学者選抜手数料等納付の効
率化

他のシステムとの連動による
効率化の調査・研究

・選抜業務時間の削減により、教職員及び事務職員
の業務負担軽減が図られるとともに、勤務時間軽
減につながる。
・授業改善や生徒に向き合うなど教職員の本来業
務に時間を割くことができる。
・出願手数料納付及び収受が円滑になる。
・大幅なペーパーレス化が図られる。

R9R6 R8R7 R10

・中学校において、出願書類の作成・提
出等の事務作業が膨大である。
・高等学校において選抜関連文書の収
受、出願者のデータ集約、文書作成及び
発送業務が負担になっている。
・入学者選抜手数料納付のための証紙
購入等に関連する業務負担がある。

WEB出願システムによる入学
者選抜業務の効率化

取　　　組

・中学校において、生徒・保護者による出願情報のデー
タ入力等により、書類作成の業務や教職員が直接書類
を提出する業務が軽減される。
・高等学校において、選抜関連データの入力・集約の時
間が短縮されるとともに、連絡文書等の発送業務が効
率化される。
・出願手数料納付について、保護者・中学校の負担が軽
減される。

学校教育課学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

　県立中学校、県立高等学校、県立特別支援学校の入学者選抜にWEB出願システム等を導入することにより、生徒及び保護者の出願に係る負担を軽減し、
利便性の向上を図るとともに、学校における入学者選抜関連業務を効率化し、教職員が生徒と向き合う時間を確保することにより、青森県の教育全体の
質の向上を図る。

現状・課題

R7事業費（千円）ＷＥＢ出願等による高等学校等入学者選抜改善事業 111,545

入札・業者委託によるシステム運営

改善点の検討

手数料

負担
指定納付

受託者県報登録

他システムとの連動
調査結果の

研究・報告

自動採点システム等

との連動のための調査

WEB出願システム運用・コールセンター設置

WEB出願

テスト実施
システム構築

業者

選定

プロジェクトチーム（PT）

設置及び実務の検討

条例

改正

授業料等徴収

条例改正審議

システム構築

会計管理課協議

（財務OL連携）



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No43】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

遠隔教育配信に向けた取組

スキルアップのための取組

・本県の中学校卒業予定者数の更なる
減少が見込まれる一方、生徒の進路志
望は多様化している。
・生徒の進路志望に応じた多様な科目
の開設や、専門性を備えた教員による
授業など、個々のニーズに応じた学び
を提供できる教育環境と指導体制の構
築が必要である。

遠隔教育で必要となる機器等
の整備に向けた取組

取　　　組

・県総合学校教育センターに遠隔教育配信セン
ターを設置し、遠隔教育の基盤を構築する。
・生徒の多様な学習ニーズに応じた教科・科目を開
設し、専門性を備えた教員の授業を配信する指導
体制を構築する。

指導の個別化及び学習の個性化を実現できる。

R9R8R7

高等学校教育改革推進室学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課

遠隔教育の基盤を構築するため、県総合学校教育センターに配信拠点を構築するとともに、遠隔補習の実施・検証により、課題等を整理した上で、令和９年
度から１０年度において、生徒の多様な学習ニーズに応じた教科・科目を開設し、専門性を備えた教員による質の高い授業を配信する実践検証を行う。

現状・課題

R7事業費（千円）ミライへつなぐ遠隔教育推進事業 33,397

R10

研修・視察の実施研修・視察の実施研修・視察の実施研修・視察の実施

内容

検討
振り

返り

内容

検討
振り

返り

内容

検討
振り

返り

内容

検討
振り

返り

システム運用システム運用システム運用システム等整備・検証

授業・補習配信授業・補習配信補習配信補習配信

振り

返り
配信内容

検討

振り

返り

配信内容

検討
振り

返り

配信内容

検討

振り

返り

配信内容

検討



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No44】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

R10

地域交通・連携課地域公共交通暮らし・まち分野

どう変わるか

交通・地域社会部

デジタル活用によって

担当課

県民の移動手段を確保するために、ライドシェアの制度を活用して交通が不便な地域・時間帯における移動手段を確保するためアオモリモビリティシェアを
推進し、また、交通事業者によるDX推進の取組や複数の移動サービスを組み合せたMaaSの取組を支援する。

現状・課題

R7事業費（千円）地域連携による交通ネットワーク確保・維持事業 27,483

人口減少や物価高騰、人手不足等によ
り、交通事業者は疲弊しており、DXに
取り組む余力に乏しく、ノウハウも少な
い。
持続的な移動手段を確保していくため
には、地域ごとのニーズや実情に応じ
て、様々な主体が連携し積極的・主体的
に取り組む必要がある。

地域公共交通計画推進に向け
た協議

取　　　組

・配車アプリやバスロケーションシステム導入など
への支援のほか、複数の交通サービス等をつなぐ
ＭａａＳの導入を促進する。
・交通が不便な地域・時間帯における移動手段の
確保に向けて、アオモリモビリティシェアの実証運
行を実施する。

人口減少や高齢化社会においても、誰もが安心し
て移動・外出できる環境や社会が実現する。

R9R8R7R6

路線再編等の推進

地域公共交通計画の推進

バス交通等対策協議会の

開催（年３回）

地域公共交通計画の推進

協議会

開催
協議会

開催

協議会

開催

アドバイザー派遣

アドバイザー派遣

地域公共交通活性化協議会等の開催（年３回）

地域公共交通計画の推進

アドバイザー派遣

地域交通AＸ推進事業として実施

地域交通AＸ推進事業として実施

路線再編協議（年３回） 路線再編協議（年３回）

再編協議 再編協議 再編協議



目標

実績

主な取組実績

〇アオモリモビリティシェア
　五所川原市及び青森県タク
シー協会（弘前市と連携）を
委託先として決定し、県内２
地域で実証運行を実施した。
〇ＭａａＳ
　弘前市で実証実験、八戸市
でR7年度に向けた実証実験
に係る準備を実施した。

アオモリモビリティシェア等の
実証支援

アオモリモビリティシェアの導入・改善・充実に係るモデル創出

意向調査

セミナー セミナー

セミナー セミナー

公募 公募 公募 創出したモデルを県内で活用

実装の成果を県内で活用

ＤＸ基盤強化特別支援（補助）

ＭａａＳ実装促進公募採択

推進会議 推進会議

公募

実証

推進会議

公募 実装

ＤＸ基盤強化特別支援（補助）

推進会議

地域交通AＸ推進事業として実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No45】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

R6

障がい者のデジタル技術利活
用の促進

社会のあらゆる場面でデジタル化が急
速に進行し、生活や仕事におけるデジタ
ル技術の活用は不可欠となっている
が、インターネットの利用やスマートフォ
ンの普及など、本県の情報化の進行は
全国に比べて遅れている。

高齢者のデジタル技術利活用
の促進

取　　　組

障がい者がデジタル技術を利活用するための講座
や、高齢者と障がい者を支援するサポーターの育
成講座を開催する。

1人ひとりのニーズに合ったサービスの選択や、必
要な情報を必要なときに取得することができるこ
とで生活の利便性が向上し、デジタル化が進展す
る中にあっても誰もが安心・安全に暮らすことがで
きる社会が実現する。

R9R8R7

DX推進課安全・安心暮らし・まち分野

どう変わるか

総合政策部

デジタル活用によって

担当課

近年の急速なデジタル化の進展により、デジタル技術が身近にあることが当たり前となっているが、未だにデジタル技術の利便性を活用しきれていない人
が県内に数多く存在することから、デジタルデバイドの解消により、誰もがデジタル化の恩恵を受けることができる社会の実現を目指す。

現状・課題

R7事業費（千円）デジタルデバイド対策事業 9,257

R10

・フレイル・認知症予防対策及
びスマートフォンセミナーの
開催：県内１６会場
・デジタルサポーター育成講
座の開催：34名修了
・デジタル技術利活用講座の
開催：30名修了
・「ICTサポーター」育成講座
の開催：15名修了

フレイル予防対策

スマートフォンセミナー

デジタルサポーター育成

実施(予定通り)

デジタル技術利活用講座

「ICTサポーター」育成

実施(予定通り)

デジタルサポーター育成 デジタルサポーター育成 デジタルサポーター育成 デジタルサポーター育成

デジタル技術利活用講座

「ICTサポーター」育成

デジタル技術利活用講座

「ICTサポーター」育成

デジタル技術利活用講座

「ICTサポーター」育成

デジタル技術利活用講座

「ICTサポーター」育成



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No46】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ5
事業
終期

Ｒ7

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

(県民活躍推進課）
・ハンドブック概要版リーフレット作成・配布
・SNS広告の配信
・フィルタリング啓発リーフレットの作成・配布
（人身安全対策課）
・Ｒ６年７月、高校生のネットセーフティ研修会を県
内３か所で開催
・開催結果リーフレットを県内全高校生に、ｅラー
ニングシステムを県内全高等学校に配布
・ｅラーニングシステムを県警ホームページに掲載

R10

県民活躍推進課
警察本部人身安全対策課

安全・安心暮らし・まち分野

どう変わるか

こども家庭部

デジタル活用によって

担当課

青少年が安全・安心にネットを利用できるようにするため、家庭のネットルールづくりを推進するとともに、高校生のネット犯罪被害・加害ゼロ対策及び民
間事業者等との連携強化に取り組む。

現状・課題

R7事業費（千円）青少年のネットセーフティ加速化事業 3,731
（県活2,207+警察1,524）

・インターネット利用の低年齢化が進む中、家庭
のルールづくりは浸透していない。
・高校生のほとんどがスマホを所有しているが、
ネット犯罪被害・加害防止に向けた取組は不十
分。
・フィルタリングを含むネットリテラシー向上の
ためには、携帯電話等販売事業者との連携が不
可欠。

家庭のネットルールづくり推進
【県民活躍推進課】

取　　　組

・電子ハンドブック等の活用により、青少年とその
保護者が、インターネットの使い方について話し合
い、家庭のルールづくりを促す。
・高校生がネット犯罪の被害者にも、加害者にもな
らないための知識を身に付ける研修会を開催す
る。

青少年とその保護者のネットモラル・リテラシーに
対する関心が向上し、インターネットを適切に利用
できる青少年の増加とともに、家庭のネットルール
づくりが推進され、青少年が安全・安心にネットを
利用できる社会が実現する。

R9R8R7R6

民間事業者等との連携強化
【県民活躍推進課】

高校生のネット犯罪被害・加害
ゼロ対策【警察本部人身安全
対策課】

ハンドブックの利活用

広報

ハンドブックの利活用

（随時内容更新）

広報

フィルタリング啓発リーフ

レット作成

店頭での

配置

フィルタリング啓発リーフ

レット作成

店頭での

配置

高校生向け研修会

高校生向け研

修会実施
研修会成果品作成

研修会成果

品作成

高校生向け

ミニ研修会

研修会成果

品作成

ハンドブックの

利活用

広報

フィルタリング啓発

リーフレット作成

店頭での

配置

研修会成果

品作成

SNSでの

啓発

成果品配

布・HP掲載



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No47】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

現行の緊急配備指揮支援システム路上
装置は、青森県内の主要路線等に設置
しているが、現在も抜け穴となっている
主要路線が数多くあることから、手配車
両の迅速かつ効率的に確保するため、
路上装置を増設し、同路線をカバーす
る必要がある。

緊急配備指揮支援システム路
上装置の増設

取　　　組

捜査により判明した犯行使用車両をシステムに手
配登録することにより、手配車両が路上装置設置
箇所を通過した際に、デジタル回線により直ちに
青森県警察本部通信指令課へ通知される。

自動的なヒット通知により、付近で警戒中の警察官
を緊急的に出動させることで、スピーディな犯人確
保を可能とする。

R9R8R7

捜査支援分析課安全・安心暮らし・まち分野

どう変わるか

警察本部

デジタル活用によって

担当課

緊急配備発令時に補助的に運用している緊急配備指揮支援システムについて、迅速かつ効率的な犯人確保を可能とするため、同システム路上装置を増強
するもの。

現状・課題

R7事業費（千円）緊急配備指揮支援システム路上装置増強整備 3,526

R10

運用調達・設置



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No48】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ6
事業
終期

Ｒ10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

・令和６年７月、システム構築
に係る委託契約を締結。
・令和６年11月から、システ
ムの一部機能の運用を開始。
・令和７年３月末に全ての機
能の構築を完了。

R10

農林水産政策課防災・危機管理暮らし・まち分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

特定家畜伝染病発生時における情報伝達をスムーズに行い、県対策本部、地方支部（県民局）、発生農場などの各防疫拠点における情報を一元管理し、関
係者間による閲覧や処理等を可能にする特定家畜伝染病防疫システムを構築する。

現状・課題

R7事業費（千円）特定家畜伝染病防疫システム運営事業 6,426

・特定家畜伝染病発生時の各種情報の
伝達は、電話やメールを利用しており、
多方面からの情報が混在・錯綜し、情報
管理の一元性を確保できず、防疫措置
の進捗状況確認に、関係者の多大な労
力を要している。

特定家畜伝染病防疫システム
の構築

取　　　組

・特定家畜伝染病について、発生農場などの各防
疫拠点における情報を一元管理し、関係者間によ
る閲覧や処理等を可能にする防疫システムを構築
する。

・情報伝達に係る多大な労力が軽減し、より迅速な
防疫対応が可能となるほか、情報の見える化やシ
ステム化により、対応時のミスやトラブルの軽減、
対応後の検証等が容易になるなど、特定家畜伝染
病発生時における防疫対応のさらなる効率化が図
られる。

R9R8R7R6

特定家畜伝染病防疫システム
の保守・メンテナンス

防疫システム構築

防疫システム構築

運用開始（システム保守・メンテナンス）

運用開始
(一部機能)



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No49】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R７
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

防災危機管理課

R10

　自助・共助・公助それぞれのマンパワー等の低下が見込まれる中にあって、デジタルツールの導入等により効率的かつ効果的な危機管理体制の構築を図
る。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

　さらなる人口減少・高齢化により、災
害時に速やかに自身を守る「自助」や自
主防災組織等の「共助」の力が弱まるこ
となどにより、「公助」の負担増が見込
まれ、また行政側のマンパワーの減少、
経験値や技術の低下も懸念される。

　危機管理体制を構築するため、専門家によるア
ドバイスを受け、市町村と意見交換しながら、デジ
タルツールの導入を検討する。
　また、視覚障がい者向けの防災情報取得アプリ
「耳で聴くハザードマップ」を本格運用する。

　自助・共助・公助それぞれのマンパワー等の低下
が見込まれる中にあって、デジタルツールの導入等
により効率的かつ効果的な危機管理体制を構築す
る。

デジタルツール導入運営事業 R7事業費（千円） 3,522

暮らし・まち分野 防災・危機管理 危機管理局 担当課等

取　　　組 R6 R7 R8 R9

耳で聴くハザードマップ

デジタルツール導入検討

・R6年10月防災DX体験展
示会開催
・R6年10月に市町村のデジ
タルツール導入状況調査
・R6年4月～R7年3月「耳で
聴くハザードマップ」試験的
運用

情報収集・調査・検討

本格運用試験的運用

試験的運用

検討・導入

人口減少時代の危機管理体制
構築事業として実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No50】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

　「青森県地震・津波被害想定調査」に
おいて、死者数約５万人、最大避難者数
約31万人が想定されているため、迅速
な避難や県民の備蓄が必要不可欠。
　いかに県民の防災意識の向上を図る
かが課題。

防災教育センター機能強化整
備事業

取　　　組

　防災教育センターにおいて、ＶＲ体験やデジタル
消火体験等のデジタル技術を活用することによ
り、より臨場感がある疑似体験や楽しみながら学
ぶ体験など、体験型防災教育の充実を図る。

　デジタル技術を活用した防災教育により、県民一
人ひとりが防災を「じぶんごと」として捉え、災害時
に適切な行動をとることで人的被害の減少につな
がる。

R9R8R7

防災危機管理課防災・危機管理暮らし・まち分野

どう変わるか

危機管理局

デジタル活用によって

担当課等

　県内唯一の体験型防災教育施設である防災教育センターについて、デジタル技術の活用による機能強化を図ることにより、利用者の増加につなげ、県民
の防災意識向上・自助力の強化を図る。

現状・課題

R7事業費（千円）防災教育センター機能強化整備事業 114,100

R10

・R7年3月末基本計画作成
・R6年9月～R7年2月　先
進地調査

基本計画

作成委託

先進地調査

基本計画

作成委託

先進地調査

新防災教育センター運用
委託

準備 展示設計・委託



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No51】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R10R6

サイバー犯罪対策課防災・危機管理暮らし・まち分野

どう変わるか

警察本部

デジタル活用によって

担当課

サイバー空間におけるセキュリティ対策を向上させるため、中小企業等におけるセキュリティ人材の育成を推進

現状・課題

R7事業費（千円）セキュリティ人材育成事業 7,134

・サイバー空間の脅威に対し、中小や地域の企業
を含むサプライチェーン全体での対策が必要だ
が、リソースが限られている中小企業自身で自
らセキュリティ対策を進めていくことは困難。
　・ 中小企業や市町村では「人材不足・育成」が
課題だが、デジタル化の推進に必須な青森県に
おけるセキュリティ人材の育成が遅れており、育
成の推進が喫緊の課題

サイバーセキュリティ技術競技会
中小企業向けセミナー

取　　　組

・ITを活用する県内事業者及びIT技術者を目指す
学生を対象としたセキュリティ技術競技会を開催
し、サイバーセキュリティ人材の育成と相互交流を
活性化する。
・中小企業等において極少人数で情報システムを
担当する人を対象に、スキル向上に必要なノウハ
ウを身につけるためのセミナーを開催する。

IT人材のサイバーセキュリティへの関心が向上し、
サイバー犯罪被害の未然防止と安全・安心なサイ
バー空間が確保されるほか、県内企業のサイバー
事案発生時における被害拡大の防止が図られる。

R9R8R7

セキュリティ技術競技会

中小企業向けセミナー



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No52】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

県内コンサルタント技術力向
上

・近年では大雨・台風等による災害が激甚化・頻
発化しており、緊急を要する有事の際でも、人
手不足による対応の遅れが懸念されている。
・建設業の生産性向上については、これまでも
ICT施工の技術支援に取り組んできたが、県内
コンサルタントの人財不足、ノウハウ不足によ
り、３Dで測量・設計が行われず、ICT施工に繋
がっていない。

インフラ（防災）分野における
UAV・３Dデータ活用

取　　　組

・職員自らUAV（ドローン）を活用できるよう、基礎知
識や操作技術の習得のための講習会を開催するとと
もに、より技術力の向上を図るためUAV資格取得支
援を行う。
・県内コンサルタント向け「ＤＸ講習会」を開催し、企業
への３D測量・設計の導入促進を図る。

・災害時には、被害状況の迅速な把握と情報発信が可
能となるほか、蓄積された３Dデータを活用することに
より、点検等の維持管理や災害の被害規模の把握等も
可能となる。
・県内コンサルタントのDX技術力の向上により、3Dに
よる設計施工が促進され、建設産業全体での生産性の
向上並びに魅力向上に繋がり、担い手不足の解消が図
られる。

R9R8R7

整備企画課インフラ暮らし・まち分野

どう変わるか

県土整備部

デジタル活用によって

担当課等

建設現場における「ICT施工の拡大による生産性向上」を図るとともに、災害現場においても最新のデジタル技術等の活用による「情報共有の効率化・迅速
化」を図り、インフラ分野のＤＸを推進する

現状・課題

R7事業費（千円）スマートAomoriコンストラクション推進事業 16,100

R10

・職員向け講習会を７月～１０
月に計３回開催。
・コンサル向け講習会を
11/18・１９の二日間で開
催。
・１０名の職員がUAV国家資
格を取得（予定）。

①UAV測量実習
②UAV資格取得支援

③インフラ施設の３Dデータ化

④防災情報共有システムの機能強化

⑤インフラDX講習会

①UAV測量実習

②UAV資格取得支援

③インフラ施設の３Dデータ化

④防災情報共有シ

⑤インフラDX講習会

本格運用、市町村等への展開を検討

R８以降も継続

業界団体へ移行予定

①UAV測量実習
②UAV資格取得支援

③インフラ施設の３Dデータ化

④防災情報共有システムの機能強化

⑤インフラDX講習会



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No53】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R4
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R6

青森県舗装長寿命化計画の策
定

・県管理舗装道の延長が約3,４00㎞あ
り、５年間で舗装の路面調査を行ってお
り、高コストで長期間の調査を継続して
いる。
・デジタルを効率的に活用することで、
低コストで短期間に点検できる効率化
を図る必要がある。

スマートフォンを用いた舗装の
ＡＩ点検

取　　　組

ＡＩを活用し舗装損傷度を
把握する効率的な道路舗装
点検・管理手法を導入する。

危険箇所を事前に把握するＡＩ点検によって低コス
トかつ短期間での点検が可能となることに加え、
データを分析しAIを活用した予測手法を実践する
ことで、交通の安全性が向上し、効率的・効果的な
メンテナンスが実現する。

R9R8R7

道路課インフラ暮らし・まち分野

どう変わるか

県土整備部

デジタル活用によって

担当課

これまで県管理道路の全延長を５年間で点検していた舗装の路面調査について、これまでの知見とデジタル技術が融合したDXによって、効率的で低コス
トなＡＩ点検を実現し、詳細な点検データを活用したAIによる予測手法に基づき対策を行うことによって、本県道路施設の安全性の向上と効率的なメンテ
ナンスへの転換を図る。

現状・課題

R7事業費（千円）道路施設適正管理推進事業（道路舗装点検・管理業務のDX構築) 50,000

R10

・R6年9月にAIを用いた舗
装点検を実施。
・R7年度に長寿命化計画を
策定するため、R6年度に現
状の舗装情報を整理。
・上記整理の結果、DXによ
る活用効果の検証を実施。

ＡＩ点検を導入し、効率的で効果的な路面メンテンナンスを実施

舗装のAI点検実施

長寿命化計画の策定
ＡＩ点検結果のデータベース化、長寿命化計画に基づく
予防保全型維持管理を推進するためのシステム設計。

ＡＩ点検による事後保全から予防保全型舗装維持管理へ移行。より効率的・効果的な
舗装メンテナンスが実現。

計画内容検討

活用効果の検証



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No54】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

R6

ＤＸ推進の機運醸成

将来にわたり県民の生活の質を維持・向上
させるためには、暮らし・まち分野におい
て、デジタルを効果的に活用していく必要
があるが、暮らし・まちＤＸに取り組んでい
る県内市町村は65%。地域におけるＤＸ推
進への理解が進んでいないことも要因の
一つ。

県民のデジタル社会への対応
力向上

取　　　組

・県民に対しＤＸの必要性やメリットについて理解
促進を図る。
・県民のデジタル社会への対応力向上に向け、新
たなデジタル技術を体験できるイベントを開催す
る。

ＤＸ推進への県民の機運を一層高めることで、県全
体の地域社会のデジタル化（DX）促進を後押しす
る。

R9R8R7

DX推進課その他暮らし・まち分野

どう変わるか

総合政策部

デジタル活用によって

担当課

本県における地域の利便性や暮らしの質の向上を目的とする地域社会のデジタル化(ＤＸ)促進に向け、地域におけるＤＸへの理解促進を図り、ＤＸ推進へ
の県民の機運を一層高めるために、県内のＤＸの取組を広く発信する。

現状・課題

R7事業費（千円）あおもりDXプロモーション事業 9,840

R10

・市町村職員向けDX機運醸
成セミナーの開催：2回
・当課主催イベント等の情報
発信：6～11月
・デジタル体験創造フェアを
R6年11月に県立三沢航空
科学館にて開催
来場者：1,624名

デジタル体験創造フェアデジタル体験創造フェアデジタル体験創造フェアデジタル体験創造フェアデジタル体験創造フェア

準備 開催

(デジタルデバイド対策事業として実施)

フォーラム
県民集会

情報発信
より効果的な機運醸成方法を検討

DX機運醸成の動画配信

取組紹介のリーフレット制作

ワークショップの開催

フォーラム 準備

当課主催イベント等の情報発信

開催

動画制作

県民集会 検討の結果取りやめ

(暮らし・まちのＤＸ創出基盤構築事業として実施)



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No55】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

R6

データ連携基盤の共同利用に
向けた調査研究

データ連携基盤の共同利用に
向けた市町村支援

様々な主体がデータを持っているが、
連携して活用されていることは少ない。
異なる主体間で、様々な形式のデータ
を連携するためのシステム基盤がない。

データ連携基盤の共同利用に
向けた検討会

取　　　組

県や市町村など、異なる主体間のデータを連携す
るためのシステム基盤を構築し、複数のサービス
間での横断的なデータ活用や、新サービスの創出
が促進される。

データ連携により、一人ひとりに最適化されたサー
ビスや、ワンストップサービスが可能になる。
データ分析によるEBPMが進む。

R9R8R7

DX推進課その他暮らし・まち分野

どう変わるか

総合政策部

デジタル活用によって

担当課

青森県データ連携基盤共同利用ビジョン（R7.3策定予定）に基づき、データ連携基盤の共同利用を見据えて、データ連携基盤の有効性・必要性の検証や市
町村との協議・合意形成に向けた取組を行う。

現状・課題

R7事業費（千円）データ連携基盤共同利用ビジョン推進事業 46,736

R10

基盤概要検討

検討会実施

推進体制検討・構築

サービス選定・有用性

検証

研修・セミナー開催

調査

基盤設計・構築
サービス提供

基盤運用

サービス提供

基盤運用

推進体制運用 推進体制運用

研修・セミナー開催 研修・セミナー開催 研修・セミナー開催

検討会実施 検討会実施 検討会実施

サービス追加検討・

拡大
サービス追加検討・拡大 サービス追加検討・拡大



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No56】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

R6

電子収納の拡充に向けた検討

・電子入札については、建設工事分野での
み実施している。
・電子収納については、県税や建設業許可
申請手数料等の一部を除き、現金や県証紙
により公金収納されている。

電子入札の拡充に向けた検討

取　　　組

建設工事分野のみならず、物品や役務等の分野に
おける電子入札や、現金や証紙だけでなく、キャッ
シュレス決済により公金収納が可能となる電子収
納を導入する。

入札業務に従事する職員の業務効率化や、入札に
参加する事業者の負担軽減につながるほか、多様
な支払方法が導入され、金融機関等に行く手間が
省けるなど、県民サービスの向上が図られる。

R9R8R7

行政経営課住民の利便性の向上行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課

職員の業務効率化、県民サービスの向上を図るため、電子入札・電子収納の拡充に向けた検討を行う。

現状・課題

R7事業費（千円）電子入札・電子収納導入調査事業 5,893

R10

・電子入札
　導入内容において、物品・役務分
野について検討。

・電子収納
　指定管理施設所管課へ利用料
キャッシュレス化の呼びかけ、情報
提供。

本運用内容検討

新技術の一部運用
新技術の運用

試験導入・内容検討 新技術の運用

先行運用内容検討

試験導入

内容検討

内容検討



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No57】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R7 
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R10

広報広聴課住民の利便性の向上行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課

LINEによるプッシュ型の情報発信により、若年世代をはじめとした多様な世代に個々のニーズに応じた情報を迅速に届けるとともに、時代のトレンドを踏
まえたSNSによる戦略的かつ効果的な「伝わる広報」を展開する。

現状・課題

R7事業費（千円）SNSによる「伝わる広報」発信強化事業 6,157

＜現状＞
〇LINEの利用率はどの世代においても高い
〇県庁公式SNSアカウントの増加
〇SNSのトレンドは変化
＜課題＞
〇若年層をはじめとした多様な世代に迅速に
情報を届ける手段の確保
〇県のSNSのパフォーマンス向上

LINEを活用したプッシュ型情
報発信強化

取　　　組

〇「欲しい情報」をセグメント配信によりタイムリー
にプッシュ配信するとともに災害情報などの緊急
情報を迅速に通知する。
○子育てや安全・安心、市町村情報への遷移など
「情報発信プラットフォーム」を充実させる。
〇庁内SNSアカウントのパフォーマンスを分析し
庁内研修会で結果等を共有することで、全体最適
化(必要に応じた統廃合等)を推進する。

〇県民個々のニーズに応じた「必要な情報」をアク
セスしやすい形で発信することで、本県でのくらし
に多様な可能性を見出す県民が増えていく。
〇災害などの緊急情報や、安全安心に関わる重要
情報を迅速に通知することで、県民の命とくらしを
守る。

R9R8R7R6

県のSNSパフォーマンスアナ
リティクス

運用

情報発信

運用

情報発信
運用

情報発信

運用

情報発信

内容

検討
分析

結果

共有
分析

結果

共有



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No58】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ７
事業
終期

Ｒ８

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

R8R7

地域交通・連携課住民の利便性の向上暮らし・まち分野

どう変わるか

交通・地域社会部

デジタル活用によって

担当課

モビリティデータ（ＧＴＦＳ－ＪＰ：国内においてバス情報が経路検索アプリ等で掲載されるために必要なデータ形式）を県が全県整備する。
整備したモビリティデータを活用し、案内表示のトータルデザイン実証やデータ活用のためのワークショップを開催する。

現状・課題

R7事業費（千円）モビリティデータを活用した選ばれる交通サービス構築事業 76,622

モビリティデータの活用は利用者の利
便性向上に直結し、新たな需要の掘り
起こしやインバウンドをはじめとする観
光客の利用促進に寄与すると言える。
だが、本県のデータ整備状況は整備済
が４割以下で、約６割のバス路線が経路
検索に対応していない状況である。

モビリティデータの活用環境
の整備

取　　　組

モビリティデータを県が全県整備することで、公共
交通に係るモビリティデータの活用環境を大きく
変えていく。

・いつでもどこでも誰でも、スマホさえあれば県内
の行きたい場所までの公共交通が迷わず見つかる
社会を実現できる。
・利便性向上による利用促進により、交通事業者の
収益改善を見込む。

R9R6 R10

モビリティデータの活用促進
に向けた体制づくり

モビリティデータの

整備

公募採択

トータルデザイン

実証地域検討

トータルデザイン実証

分科会 分科会 分科会 分科会 分科会 分科会

ワークショップ実

ワークショップ開催



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No59】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

・R7年3月に次期システム
（人事管理、給与管理、庶務
事務等）の基本構想を策定
・健康管理システムについて
RFI（情報提供依頼）を実施
し、その結果を踏まえ、システ
ム導入方針を整理

R10

人事課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課

内部管理業務（人事管理、給与管理、健康管理、庶務事務等）の効率化を図るため、DXの推進に取り組む。

現状・課題

R7事業費（千円）内部管理業務DX推進事業 71,959

内部管理業務は、システムの機能不足
等により、未だに紙媒体による業務や
手作業による煩雑な事務処理が多数あ
り、多くの人的資源を必要としている。

人事管理・給与管理のDX

取　　　組

・別々に構築・運用されている人事管理、給与管
理、庶務事務等の各システムについて、既存のパッ
ケージシステムをベースに一体的に再構築する。
・健診データや面談記録等を一元管理する健康管
理システムを導入する。

内部管理業務の効率化により、人的資源を政策分
野に集中投資することができる体制が構築され
る。

R9R8R7R6

健康管理のDX

課題整理・仕様検討 業者選定・契約・開発・テスト・稼働

追加調査・方針整理

・仕様確定
試行運用・本格運用業者選定・契約

課題整理・仕様検討

追加調査・方針整理



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No60】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ５
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

（モデル自治体でのトライアル）
・モデル自治体を３つ選定し、各
６回のワークショップのほか、首
長報告を実施。

（水道スマートメーターの導入
促進）
・R6.11月～R7.2月に県内４
市町をモデル自治体として水道
スマートメーター実証試験を実
施。

（その他分科会）
・R6.11月～R7.2月にノー
コードツール、電子申請分科会
を３～４回実施→延べ７６人の
市町村職員参加。

R10

市町村課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

財務部

デジタル活用によって

担当課

市町村の業務プロセスをデジタル化し、市町村ＤＸの更なる推進を図るため、市町村における喫緊の課題である窓口改革等について、モデル自治体でのト
ライアル実施を支援するほか、市町村の共通課題について分科会を設置し、ＤＸの理解促進と実装に向けた「技術支援」に係る取組を実施する。

現状・課題

R7事業費（千円）
市町村ＤＸ加速化推進事業
（市町村課分）

24,989

・新型コロナウイルスを契機とし、デジタ
ル化が急速に進展するとともに、住民
ニーズが複雑多様化している。
・市町村によって業務改革やデジタル化
への取組状況や意識に差がある。

モデル自治体でのトライアル
の実施（窓口改革等）

取　　　組

現状における業務の可視化及び業務の見直しを前
提とした、活用可能なデジタル技術の検討や技術
習得の支援を実施するとともに、モデル自治体で
のトライアル実施を支援する。

市町村の行財政運営の適正化を図るため、活用可
能なデジタル技術の検討や担当職員の技術習得に
留まらない、意識改革を伴った業務見直しを推進
することで、住民ニーズが複雑多様化する中にあっ
ても住民の利便性の向上に資する行政サービスを
提供できる体制が構築される。（例：申請手続の簡
略化・ワンストップ化、県内水道事業者の業務効率
化・顧客サービス向上）

R9R8R7R6

水道スマートメーターの導入
促進

その他の分科会の実施

内容

検討
トライアル実施の支援

内容

検討
トライアル実施

検討会議開催 振り返り 検討会議開催 取りまとめ

実施方法の検討 実証試験実施

検討会議開催

実施方法の検討

内容検討 分科会実施 実証実験実施

内容検討
分科会実

施

実証試験実施

実証試験実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

・R6年12月に県内を３地域に区分し、
標準化に係る説明会及び意見交換会
を実施→各１回：延べ38名（25市町
村）が参加。

・R7年2月に市町村の現状を把握する
ためにワークショップを実施→延べ9
名（8市町村）が参加。

R10

選挙管理委員会事務局質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

選挙管理委員会事務局

デジタル活用によって

担当課

市町村の業務プロセスをデジタル化し、市町村ＤＸの更なる推進を図るため、市町村が抱える共通課題の把握のための「意見交換会」とＤＸの理解促進と実装に向け
た「技術支援」に係る取組を実施する。

現状・課題

R7事業費（千円）
市町村ＤＸ加速化推進事業
（選挙管理委員会事務局分）

2,465

市町村の行財政運営の適正化を図るため、活用可
能なデジタル技術の検討や担当職員の技術習得に
留まらない、意識改革を伴った業務見直しを推進
することで、住民ニーズが複雑多様化する中にあっ
ても住民の利便性の向上に資する行政サービスを
提供できる体制が構築される。(例：投票時間の短
縮による投票環境の改善、共通投票所等の設置に
よる選挙人の利便性の向上）

R9R8R7

・新型コロナウイルスを契機とし、デジタ
ル化が急速に進展するとともに、住民
ニーズが複雑多様化している。
・市町村によって業務改革やデジタル化
への取組状況や意識に差がある。

選挙人名簿のＤＸ推進
（標準化されたシステムの理解
の促進及び活用法の検討）

取　　　組

選挙人名簿に関する業務について、標準化された
システムの利活用を図る説明会・検討会を開催す
る。

【No61】

R6

説明会

実施
新たな活用法の検討 振り

返り

振
り
返
り

説明会・検討会

内容検討
説明会

実施
新たな活用

法の検討

振
り
返
り



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No62】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

主な取組実績

・現行システムを改修し、マス
タデータをCSV出力し、新シ
ステムにデータ移行させる準
備を進めた。

デジタル化に向けた新システ
ムの構築・運用

取　　　組 R6 R7 R8 R9

財産管理課

R10

汎用コンピューターにより電算処理している公有財産管理システムについて、新システムを構築し、公有財産台帳のデジタル化により、地方公会計に係る固
定資産台帳等関係システムとの連携を進める。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

公有財産台帳は紙で管理しており、使用し
ているシステムは運用開始から３５年以上
経過し維持管理が困難になりつつあるこ
と、固定資産台帳等類似業務が整備されて
いること、汎用コンピューターの廃止が決
定されたこと等から新システムの構築が必
要である。

公有財産台帳と固定資産台帳や国有資産等所在市町
村交付金データベースとの連携、県有施設マネジメント
システムへの活用等が可能となる。

職員の報告・入力・集計業務の軽減及び専用紙等各種コ
ストが削減され、また、他システムとの連携による業務
の効率化及び県有施設の総合的かつ計画的な管理を行
うことが可能となる。

県有財産管理業務デジタル化推進事業 R7事業費（千円） 1,980

行政経営分野 質の高い自治体運営 財務部 担当課等

課題

整理
基本方針検討等

課題整理・方針検討 基本方針作成 システム導入・運用システム開発



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No63】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

主な取組実績

・BIMソフトメーカーによる
BIM説明会の開催並びに
BIM操作研修セミナーへの
営繕技術職員の参加等、技術
職員の意識向上を図った。
・BIM利用環境を整備済。

ICT・新技術の活用（BIM）

取　　　組 R6 R7 R8 R9

財産管理課

R10

営繕工事にICTや新技術を活用し、設計、施工、維持管理の各段階において生産性の向上を図る。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

建設業の就業者減少及び高齢化に伴い、建
設需要に対して慢性的な担い手不足と長時
間労働が課題となっており、このまま就業
者減少が進むと供給が追いつかない状況
となる。担い手不足が進む一方で、建物及
び設備の高度化、複雑化が進み、生産性の
向上と施設整備及び管理の効率化が不可
欠となる。

営繕工事のBIMの活用及び設計・施工・維持管理の各
段階におけるWEBによる現場監理（遠隔臨場）の実
践。
※BIM：コンピュータ上で建築情報モデルを構築するシ
ステム

BIMを活用することで、施設整備及び管理業務の円滑
化と効率化が図られるとともに、生産性が向上し、担い
手不足と長時間労働が解消される。

営繕業務デジタル化推進事業 R7事業費（千円） 2,361

行政経営分野 質の高い自治体運営 財務部 担当課等

意見交換

BIM研修
BIM発注納品

BIM操作習得

・活用方法検討
効果フィードバック、BIM継続使用、維持管理活用検討

意見交換

BIM研修
BIM発注納品



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No64】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

・生成AIツール等の試行・導
入検討（R6.10月～2月）
・ＤＸ推進員向け動画研修
（R6.6月～3月）、集合研修
（12月2回）を実施。
・市町村ヒアリングの実施
（R6.6月）、標準化・共通化
部会の開催（R6.11月）

市町村の情報システムの標準
化に向けた支援（個別訪問、定
期相談）

デジタル人財の育成・研修の
実施

デジタル化に向けた技術の試
行

取　　　組 R6 R7 R8 R9

DX推進課

R10

・業務そのものの変革をめざす県庁ＤＸを強力に推進するため、部局横断で検討を行う分科会の運営、新技術等の試行を行うとともに、デジタル人財の育
成に向けた職員の研修体制を構築する。
・市町村DXの促進に向けて、情報システムの標準化に向けた支援を行う。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

・多様化・複雑化している行政ニーズに
対して、県庁内の業務効率化が進んで
いない。
・県全体でＤＸを進めていくためには、
市町村のＤＸも促進する必要がある。

業務効率化に向けた新技術の試行を進めるととも
に、デジタル人財の育成に向けた研修を実施す
る。また、市町村の情報システムの標準化・共通化
を支援する。

デジタル技術等を理解し、適切に活用することがで
きる人財が育成・確保され、行政ニーズが複雑化・
多様化する中にあっても、質の高い行政サービス
が提供できる。

自治体DX推進事業 R7事業費（千円） 30,429

行政経営分野 質の高い自治体運営 総合政策部 担当課等

意向

調査
試行

振り

返り

試

行

振り

返り

内容

検討

研修

実施

振り

返り

振り

返り

支援

意向

調査
試行

振り

返り

意向

調査
試行

振り

返り

意向

調査
試行

振り

返り

意向

調査
試行

振り

返り

新技術の運用新技術の運用新技術の運用

内容

検討

振り

返り

研修の実施研修の実施研修の実施研修の実施

内容

検討
振り返

り
内容

検討
振り

返り

内容

検討
振り

返り

支援内容

検討
支援

意向

調査

内容

検討 研修実施

支
援

支援内容

検討

研修の実施研修の実施研修の実施研修の実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No65】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績
・研究会5回
・サポートデスク相談件数81
件

R10

統計分析課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

総合政策部

デジタル活用によって

担当課

県各部局等が所管するあらゆるデータについて、リサーチデザインやデータ利活用に関するサポートを専門的視点から行うことにより、データの価値向上
や新たな価値を見出すデータイノベーションをもたらし、EBPMに基づく施策展開を推進する。

現状・課題

R7事業費（千円）政策形成データイノベーション推進事業 6,936

・EBPMが推進されており、行政の施策展
開において、未利用分を含めたデータの効
率的かつ効果的な利活用が必要。
・そのためには、調査やデータ利活用に関す
る専門的知識（リサーチデザイン等）や、
オープン化可能なデータの拡充が必要。

専門家等からなるネットワーク
の形成

取　　　組

政策形成や計画策定の過程において、県各部局等
が行う専門的知見からの調査やデータの利活用を
支援するサポートデスクを開設する。

所管するデータの価値向上や新たな価値を見出す
データイノベーションの促進とともに、EBPMに基
づく施策展開が進展し、質の高い行政サービスが
提供できるようになる。

R9R8R7R6

リサーチデザインやデータ利活
用に関する支援

ネット

ワーク

形成

会議（3回程度）

専門的知見から

アドバイス

成

果

ま

と

め

運用方針

等作成
サポートデ

スク開設
各部局等から随時相談受付・アドバイス

（EBPMのモデル的支援も実施）

ネット

ワーク

形成

会議（５回）

専門的知見から

アドバイス

成

果

ま

と

め

会議（６回程度）

専門的知見から

アドバイス

成

果

ま

と

め

会議（６回程度）

専門的知見から

アドバイス

成

果

ま

と

め

運用方針

等作成

サポートデ

スク開設

各部局

等から

随時相

談受

付・アド

バイス

（EBP

Mのモ

デル的

支援も

実施）



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No66】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

H19
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

主な取組実績 研修参加人数65人

R10

統計分析課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

総合政策部

デジタル活用によって

担当課等

統計情報の利活用を推進するため、統計情報の加工・分析を通じた情報提供や、オープンデータカタログサイトの整備・拡充を行うとともに、EBPMチャレ
ンジコース等の開催により統計情報を利活用できる人財の育成を図る。

現状・課題

統計情報利活用推進事業 R7事業費（千円） 194

・EBPMが推進されており、行政の施策展
開において、未利用分を含めたデータの効
率的かつ効果的な利活用が必要。
・行政職員等、地域課題解決の担い手の統
計データ利活用に関する知識・能力が不足
している。

統計情報の加工・分析を通じ
た情報提供及び統計情報の整
備・拡充

取　　　組

・統計情報を加工・分析し、広く情報提供するとと
もに、「青い森オープンデータカタログ」における
統計情報を整備・拡充する。
・統計情報を利活用できる人財の育成を図るオン
ライン講習やEBPMチャレンジコース等を開催す
る。

データを利活用できる人財が増加するとともに、統
計情報の充実やオープンデータの拡充が図られる
ことにより、様々な分野におけるデータ利活用が進
展し、課題解決に向けた効果的な取組が各所で実
施される。

R9R8R7R6

統計情報を利活用できる人財
の育成

必要に応じて実施

随時実施 随時実施

必要に応じて実施

年2回実施

年５回実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No67】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R9

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

R6

立入検査アプリの運用

・立入検査前の準備作業（基本情報の入
力、携行書類の準備）が多い。
・立入検査に使用する検査票について、
現場では紙の検査票に手書きで記録
し、帰庁後に改めてデータ入力する必要
があり、二度手間となっている。
・立入実績を整理するに当たり、各環境
管理部で整理方法が異なっている。

立入検査アプリの内製・改善

取　　　組

立入検査実施時に行う検査票へのデータ入力を、
タブレットを用いて現地で行うことができるアプリ
を構築・運用する。

各環境法令に基づいて実施する立入検査時の準備
から検査後の一連の業務に係る効率化が図られ
る。

R9R8R7

環境保全課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

環境エネルギー部

デジタル活用によって

担当課

・各環境法令に基づいて実施する立入検査業務の事務処理をデジタル化し、業務の効率化を図る。

現状・課題

R7事業費（千円）立入検査デジタル化事業 2,051

R10

・令和6年4月以降、廃棄物
関係及び水質関係の立入調
査票アプリ及び台帳アプリ等
を作成。
・令和7年2月に各環境管理
部にタブレットを配備し運用
開始。

新技術の運用

アプリ作成

アプリの改善

アプリ

作成

アプリの

改善

新技術の

運用見込み

アプリ作成

アプリの改善

アプリ作成

アプリの改善

アプリ作成

アプリの改善



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No68】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

・R6年11月以降、ガバメント
クラウド利用環境の構築に係
る定期的な検討会を開催。
・Ｒ7年3月、ガバメントクラ
ウド利用環境の構築が完了。

R10

健康医療福祉政策課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

健康医療福祉部

デジタル活用によって

担当課等

令和3年9月1日に施行された「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」第8条及び「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書（総務省
策定）」に基づき、本県の生活保護システムを、ガバメントクラウド上に構築された標準準拠システムへ移行するもの。

現状・課題

R7事業費（千円）生活保護システム標準化移行事業 12,795

各都道府県、市の判断でシステムの機
能を設計して運用しており、制度改正の
都度、各自治体がシステム修正の要否
を判断して、個別に改修を実施する必
要がある。

ベンダー選定、標準仕様書準
拠システム改修

取　　　組

標準仕様への変更により効率的な操作、集計が可
能となり、他システム間との連携が容易となる。
また、クラウド利用により、必要な時に初期費用無
しで即座にリソースを利用できるほか、不要なリ
ソースは停止、削除が適時可能となり、継続的なコ
スト削減に取り組むことができる。

制度改正等によるカスタマイズ費用が削減するな
ど、低コストな運用が実現するほか、各自治体間に
おける相互接続性や相互運用性が確保され、行政
運営の効率化とともに住民サービスの向上が図ら
れる。

R9R8R7R6

仮想化環境（ガバメントクラウ
ド）への移行

新システムへのデータ移行、職
員研修等

システム改修の実施

仮想化環境への移行

データ移行の実施
職員研修の実施

仮想化環境へ

の移行

システム

改修の実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No69】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

Ｒ５
事業
終期

R7

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績
令和７年度のベンダー選定に
向け、システム仕様書の策定
を進めた。

R10

こどもみらい課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

こども家庭部

デジタル活用によって

担当課

令和3年9月1日に施行された「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」第8条に基づき、国が策定する標準仕様書に適合させるため、児童扶養
手当システムについて、標準準拠システムへの移行を行うもの。

現状・課題

R7事業費（千円）児童扶養手当システム標準化・共通化関連システム改修事業 50,664

各都道府県、市の判断でシステムの機
能を設計して運用しており、制度改正の
都度、各自治体がシステム修正の要否
を判断して、個別に改修を実施する必
要がある。

ベンダー選定、標準仕様書準
拠システム改修

取　　　組

各自治体が同じ仕様となる標準準拠システムの運
用を仮想化環境（ガバメントクラウド）上で実施す
る。

制度改正等によるカスタマイズ費用が削減するな
ど、低コストな運用が実現するほか、各自治体間に
おける相互接続性や相互運用性が確保され、行政
運営の効率化とともに住民サービスの向上が図ら
れる。

R9R8R7R6

仮想化環境（ガバメントクラウ
ド）への移行

新システムへのデータ移行、職
員研修等

システム改修の実施

仮想化環境への移行

データ移行の実施

職員研修の実施

システム仕様書の策定

ベンダー選定

仕様書の策定

に向けた確認

仕様書の

策定



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No70】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

○R7.3～事件管理システム試
行運用
○Ｒ７．３音声応答転送装置等調
達完了
○Ｒ６．4～Ｒ７．２の各署捜査応
援件数は95件（遠隔操作型小
型よう撃捜査支援装置）
○Ｒ６．８～動体検知分析システ
ム運用開始
○Ｒ６．１２調達完了
　 Ｒ７．２職員向け研修会の開催
　 Ｒ７．３～運用開始
　 （ペーパーレス会議システム）

ペーパレス会議システムの導
入

動体検知分析システムの導入

R10

警務課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

警察本部

デジタル活用によって

担当課

サイバー空間や先端技術の拡大、人口構造の変化等により、複雑・多様化する治安課題に対し、迅速・適切に対応するため警察業務のデジタル化を進めるも
の。

現状・課題

R7事業費（千円）警察業務のデジタル化 50,096

膨大な書類の作成、煩雑な紙媒体によ
る事務手続、多くの時間を要する分析・
精査等、従来のやり方では複雑・多様化
する犯罪事象等への対応が困難になっ
てきている。

事件管理システム（事件管理・
証拠物件管理）の導入

取　　　組

迅速かつ適切な犯罪捜査等を推進する各種システ
ム、装置を導入する。

警察業務のデジタル化を進めることで、本来業務
時間が確保され、捜査力の強化や警察行政サービ
スの向上が図られるとともに、サイバー空間や先端
技術の拡大、人口構造の変化等により、治安課題が
複雑・多様化する中にあっても、県民の安心で快適
な生活基盤が確保される。

R9R8R7R6

音声応答転送装置等の導入

遠隔操作型小型よう撃捜査支
援装置の導入

調達・調整 運用

調達・調整 研修

実施

基本設計・調達 試行 本格運用

基本設計・調達 研修

実施

基本設計・調達 試行 本格運用

調達・調整 運用

調達・調整 運用

基本設計・調達・開発 試

調達・導入 運用

調達・導入 運用

運用



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No71】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

Ｒ１０

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

既存文書のデジタル化検討
（知事部局のみ）

目標

実績

主な取組実績

電子決裁機能付き文書管理
システムの導入に向けて、公
募した事業者に機能要件整
理、基本設計を委託した。
また、施行文書の電子認証組
み込みや歴史公文書のデジ
タル化に関しても事例検証や
試験を実施した。

R10

総務文書課・職員福利課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課

ペーパーレス化等による行政事務全体の効率化を進めるために電子決裁機能付き文書管理システムを導入し、働き方改革や県民サービスの向上を図る。
また、電子決裁導入の進捗と歩調を合わせた公印の電子化や、既存紙文書の経年劣化や紛失、誤廃棄防止に資するデジタル化に関する検討等を行う。

現状・課題

R7事業費（千円）
（+繰越額）

公文書のデジタル化推進事業（総務文書課・職員福利課）
166,115

(+26,839)

これまで文書管理業務は紙媒体中心

→県民共有の知的資源である公文書を適
正に管理し、説明責務を果たす必要あり
→自宅や出張先からの起案・決裁・施行が
困難
→経年劣化・破損により判読困難となるお
それあり

電子決裁機能付き文書管理シ
ステムの導入

取　　　組

電子決裁機能付き文書管理システム導入のほか、
公印や既存文書の電子化を実施する。

どこにいても収受、起案、決裁等の文書事務を行う
ことが可能となり、働き方改革が推進されるほか、
行政事務全体の電子化に伴う業務改革により、業
務効率等の向上が図られ、持続可能で質の高い行
政サービスの提供が可能となる。

R9R8R7R6

公印の電子化検討
（知事部局のみ）

調達 構築

規程改正等検討 規程改正

試行運用
運用

構築 検証

試行作業 環境整備・デジタル化作業

調達 構築

規程改正等検討

試行作業

・教育庁

試行

運用

構築

他県

調査

等

環境整備 検証 運用

他県

調査

等
環境確認

電子署名サービス連携機能付与
（知事部局のみ）



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No72】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

Ｒ１０

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

○R6年8月に調達（導入設
計）完了
○調達後、システム構築に向
けた３部局合同検討会を毎
週実施

R10

警務課質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

警察本部

デジタル活用によって

担当課

ペーパーレス化等による行政事務全体の効率化を進めるために電子決裁機能付き文書管理システムを導入し、働き方改革や県民サービスの向上を図る。
また、電子決裁導入の進捗と歩調を合わせた公印の電子化や、既存紙文書の経年劣化や紛失、誤廃棄防止に資するデジタル化に関する検討等を行う。

現状・課題

R7事業費（千円）公文書のデジタル化推進事業（警務課） 32,725

・本県では起案が紙で行われ、決裁等に
時間を要していることに加え、行政事務
を電子で完結することができず、紙と
電子が混在している。
・複雑化、高度化する行政課題に対応す
る必要がある。

電子決裁機能付き文書管理シ
ステムの導入

取　　　組

電子決裁機能付き文書管理システム導入のほか、
公印や既存文書の電子化を実施する。

どこにいても収受、起案、決裁等の文書事務を行う
ことが可能となり、働き方改革が推進されるほか、
行政事務全体の電子化に伴う業務改革により、業
務効率等の向上が図られ、持続可能で質の高い行
政サービスの提供が可能となる。

R9R8R7R6

調達 構築

規程改正等検討 規程改正

試行運用
運用

調達 構築

規程改正等検討



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No73】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R６
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

・Ｒ6年４月～デジタルツールを活
用した新たな業務フロー構築の伴
走支援を実施。

・Ｒ６年７月～１１月に、導入済みデ
ジタルツールの活用促進を図るた
め、ＩＣＴ体験会を実施。
→計6回実施。（本庁・東青及び５
県民局）

R10

行政経営課住民の利便性の向上・質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課

　「青森県行財政改革大綱～県庁大改革！いきいき働き、県民のために挑戦する県庁～」において、組織体制や業務の進め方、施策の内容といった県政運営全
般について、県民目線でゼロベースの見直しを行うなど、「県庁大改革」を行うこととしており、その中で、これまでの業務マネジメント改革や青森県庁版ＢＰＲ
（業務プロセス改革）などの徹底した業務改革の取組を継承・進化させるとともに、新たなデジタル技術を活用し、業務の効率化に向けた取組を加速化していく
こととしている。

現状・課題

R7事業費（千円）県庁版BPR加速化事業 45,496

これまでの「青森県庁版ＢＰＲ」（令和元年度
～令和5年度実施）では、60業務でＢＰＲに
取り組み、16,843時間/年の業務時間が
削減。
一層のBPR（業務プロセス改革）の取組の
拡大が必要。

BPR等の業務改善支援

取　　　組

業務の効率化に向け、RPA、AI-OCR、AI会議録
（ログミーツ）、AIチャットボット、電子契約、
DocuWorks等のデジタルツールを活用する。

新たなデジタル技術を活用することで、更なる業務
の効率化や生産性向上が期待される。

R9R8R7R6

各デジタルツールの導入・活用促
進

実施

実施（新たなデジタルツール：順次導入）

実施

実施 導入



実施

導入

検討



設置済

実施

実施

検討

実施



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No75】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

主な取組実績

○　ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ関係
・R6年7月に公募型プロポーザルを実
施し、移行先の事業者を決定
・Ｒ６年10月～移行に係る課題等を協
議するワーキンググループを実施→実
施回数６９回（R6年度）

○　自動車税納税確認自動化システム
関係
・R6年９月～運用開始。
（確認件数　延べ23,316件（R7.3.31
現在））
○　不動産評価システム（大規模家屋
用）関係
・Ｒ６年11月～試行運用開始。

手数料のキャッシュレス化
（電子申請分、窓口分）

納税証明書の電子申請と電子
納税証明書の導入

R10

税務課住民の利便性の向上・質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

財務部

デジタル活用によって

担当課

デジタル技術を活用し、県税分野の業務トランスフォーメーションを推進することで、県民の利便性向上と業務の効率化を図る。

現状・課題

R7事業費（千円）税務DX関連事業 389,049

県税に関する各種申請受付等の税務事
務は、対面や紙媒体での業務が一定程
度存在することから、納税者の負担軽
減や事務の効率化が課題となってい
る。

ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ（共同利用型）
への税務システムの移行

取　　　組

税務システムを更新するとともに、県税に関する
各種手数料等のキャッシュレス納付を実現できる
体制を構築する。

制度や運用の変更へのスムーズな対応とともに、
県税に関する各種申請受付を電子的に行うことが
可能となり、県民の負担軽減や利便性の向上、事務
処理の効率化やシステムの安定運用による生産性
の向上が期待できる。

R9R8R7R6

自動車税種別割納税確認自動
化システムの導入

不動産評価システムの活用
試行

運用

基本設計・調達・開発

運用

（大規模家屋用） 運用

システム

選定・導入

運用

（小規模家屋用） 情報収集･検討・導入準備 運用

調達・開発

システム

選定・導入

（大）導入準備

（小）情報収集

運用（電子申請分）情報収集･検討・導入準備

運用

運用情報収集･検討・導入準備

（窓口分） 情報収集･検討・導入準備

情報収集

情報収集

基本設計



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No76】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

主な取組実績

・R6年5月に操作研修を実
施。
・市町村に対して電子申請シ
ステムの導入紹介。
・R6.5.29管理者研修14名
・R6.5.30基礎コース46
名、応用コース19名
・R6.5.31基礎コース76
名、応用コース50名
・共同利用市町村27市町村

行政手続きオンライン化の推
進

・多様化・複雑化している行政ニーズに
対して、県庁内の業務効率化が進んで
いない。
・県全体でＤＸを進めていくためには、
市町村のＤＸも促進する必要がある。

行政手続きのオンライン申請等が可能になる。
行政ニーズが複雑化・多様化する中にあっても、質
の高い行政サービスが提供できる。

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

行政手続オンライン化推進整備事業 R7事業費（千円） 15,551

業務そのものの変革をめざす県庁ＤＸを強力に推進するため、県の行政手続きのオンライン化を進めるとともに、市町村のDX促進に向けて、県共同利用
による電子申請システム等を活用した行政手続きのオンライン化を支援する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

行政経営分野 住民の利便性の向上・質の高い自治体運営 総合政策部 担当課等 DX推進課

電子申請システムの運用

操作研修実施

相談支援

操作研修実施

相談支援

電子申請システムの運用

操作研修実施

相談支援

操作研修実施

相談支援

操作研修実施

相談支援

操作研修実施

相談支援

電子申請システムの運用 電子申請システムの運用、更改検討



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No77】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

目標

実績

主な取組実績

R6

・公金収納方法が指定金融機関の窓口
払い等に限定され、県民の利便性を欠
いている。
・財務帳票は紙媒体による運用としてお
り、業務非効率化の一因となっている。

財務会計システムのDX化

取　　　組

キャッシュレス決済への対応に加え、財務帳票の電
子化及び電子決裁機能を拡充した財務会計システ
ムを導入する。

多様な決済手段を選択することができるため、県
民の利便性が向上するほか、庁内におけるペー
パーレス化及び業務の効率化が図られる。

R9R8R7

会計管理課住民の利便性の向上・質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

出納局

デジタル活用によって

担当課

県民サービスの向上、業務のＤＸ化の推進を図るため、財務会計事務のＤＸ化について検討を行い、最適な手法により導入する。

現状・課題

R7事業費（千円）財務会計システムDX推進事業 485,060

R10

・令和6年10月に新財務会
計システム設計・構築業務に
係る公募型プロポーザルを
実施し、11月に最優秀提案
者を選定。
・令和7年1月に業務委託契
約を締結し、3月までに要件
定義を完了。

システム調達 詳細設計・開発業務
操作研修

試

行

運

用

本運用

システム

調達

要件

定義



令和7年度DX関連事業ロードマップ 【No78】

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
事業
始期

R6
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

主な取組実績

・R6年４月に情報セキュリティ研
修（所属長向け及び職員向け）を
実施。

・Ｒ６年８月に情報セキュリティ監
査に係る自己点検（パソコン等）を
実施。

・R7年３月に情報セキュリティポ
リシー等を改正（R7年4月1日施
行）

R10

行政経営課情報セキュリティ対策行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課

　県民のプライバシー情報等を適切に取り扱う安全な電子県庁を実現するため、情報セキュリティポリシーに基づく適切なセキュリティ対策を実施する。

現状・課題

R7事業費（千円）情報セキュリティ対策推進事業 9,016

現状の情報セキュリティ対策では、各種DX
施策の推進による利便性・効率性等の向上
が一部進められない場合がある。

情報システムの強靭性向上

取　　　組

各種DX施策の推進に対応できるよう情報システ
ムの強靭性の向上や情報セキュリティ監査及び自
己点検を実施するとともに、職員向けのセキュリ
ティ研修を実施する。

情報セキュリティ対策レベルを維持・向上しつつ、
新たなデジタル技術の導入・活用が可能となり、現
状の情報セキュリティ対策のままでは進め難い各
種DX施策が推進できる体制が構築される。

R9R8R7R6

情報セキュリティ監査及び自己点
検の実施

情報セキュリティ研修の実施

継続実施

継続実施

継続実施

実施

実施

実施


